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序 文 

 

 

 日本国政府は、ウズベキスタン共和国政府の要請に基づき、同国のタシケント繊維

軽工業大学機材整備計画にかかる基本設計調査を行うことを決定し、国際協力事業団

がこの調査を実施しました。 

 

当事業団は、平成１２年４月５日から５月３日まで基本設計調査団を派遣し、ウ

ズベキスタン国政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調査を

実施しました。 

帰国後の国内作業の後、平成１２年８月９日から８月２３日まで実施された基本

設計概要書案の現地説明を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

  

 この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に

役立つことを願うものです。 

  

 終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係者各位に対し、心より感謝申し

上げます。 

 

 

平成１２年１０月 

 

 

 

                                                 国 際 協 力 事 業 団                     

                                                   総 裁  斉 藤 邦 彦           



伝 達 状 

 

 

 今般、ウズベキスタン共和国におけるタシケント繊維軽工業大学機材整備計画基本

設計調査が終了いたしましたので、ここに最終報告書を提出いたします。 

 

 本調査は、貴事業団との契約に基づき、弊社が平成１２年３月１５日より平成１２

年１１月１０日までの８カ月間にわたり実施してまいりました。今回の調査に際しま

しては、ウズベキスタンの現状を十分に踏まえ、本計画の妥当性を検証するとともに、

日本の無償資金協力の枠組みに最も適した計画の策定に努めてまいりました。 

 

 つきましては、本計画の推進に向けて、本報告書が活用されることを切望いたしま

す。 

 

 

 平成１２年１０月 

 

 ユニコ インターナショナル株式会社 

 ウズベキスタン共和国 

 タシケント繊維軽工業大学機材整備計画 

 基本設計調査団 

 業務主任 志賀 渉 
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要 約 

 

ウズベキスタン国政府は 1991 年の独立以来緩やかな市場経済化の道をたどってき

ているが、近年は自国経済の立て直しと自立のために先進諸国からの直接投資や、国

際機関によるインフラストラクチャー整備及び人材育成支援を積極的に受け入れてい

る。ウズベキスタンは中央アジア諸国の中では約 2,300 万人と比較的人口が多く、出

生率と識字率がそれぞれ約 2.3%、約 97%と高いことから明らかなように、比較的優秀

な人的資源に恵まれた国である。また、商品作物栽培を中心とする農業を経済基盤と

し、鉱物（金・銅）・エネルギー資源（石油・ガス）に恵まれ、開発ポテンシャルの

高い国として注目されている。 

GDP 構成比で見た経済セクターは農業部門が約 36%、工業部門が約 29%で、世界第 5

位の生産量を誇る綿花、第 3 位の繭、第 8 位の金等の国産資源の加工業育成に重点が

置かれている。綿花および繭を原料とする繊維産業は同国の工業生産額全体の 37%強

を占め、綿花を中心とする農産資源の加工が工業部門の中心となっている。しかし、

繊維工場では設備の老朽化、技術の旧式化により年々その生産力が落ちてきており、

また繊維製品の国内加工率の向上及び品質の向上が大きな課題となっている。このた

め、ウズベキスタン国政府はまず 2000 年を目標に繊維原料の加工率を 10%から 25%に

高め、生産される繊維製品の品質と付加価値の向上をはかり、国内市場での繊維製品

の輸入代替による国際収支の改善に寄与できる産業構造を確立することを目指してい

る。 

一方、ウズベキスタン国政府はこれまで統一性の無かった教育機関を整理統合し、

社会の変化のスピードに対応できる教育体系を確立するため、高等教育を含む全ての

教育課程において実践的な職業教育科目を充実させ、産業界に即戦力として参入でき

る人材を育成することに重点を置いている。その一環として、産業政策の流れに添っ

て繊維関連工業部門において近代的な技術をソフト、ハード両面で理解している技術

者の育成が喫緊の課題となっている。 

タシケント繊維軽工業大学は、同国の主要産業である繊維工業分野の上級技術者養

成を目的として 1932 年に設立された。かつて CIS 地域でこの分野唯一の高等教育機関
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としてその機能を果たしてきたが、現在も同大学はウズベキスタンの最高学府の一翼

を担っている。同大学での教育はウズベキスタン国政府の方針に基づき、繊維産業の

生産現場で即戦力となる学士コースと、研究成果を生産現場に導入する修士コースで

授業が行われ、実習科目は産業界のニーズに合わせて繊維産業の上流から下流まで広

い範囲をカバーしている。同大学の、在学生数は約 2,500 名、教職員数は 820 名で、

卒業生の多くが幹部クラスの職員、上級技術者として官公庁、企業（国営・民間）、

教育機関、研究機関等に勤めている。大学と産業界との結びつきは非常に強く、大学

側では産業界からの要請に応じ繊維製品の品質向上に関連する生産機械・測定器・認

証試験機等の実習や、生産管理・経営管理に係るコンピュータ技術、外国語教育等に

も大きな重点を置いている。また、同大学には附属で日本の高等学校に相当するアカ

デミック・リセがあり、現在 220 名の学生が後期中等教育における専門技術教育を受

けている。 

しかし、現在大学内にある教育実習用機材の多くは 20 年以上前に製造された旧ソ

連、東欧製のもので、旧式化、老朽化が激しく、また市場経済化の進展に伴いオリジ

ナルメーカーが廃業したことなどもあり、部品の手配もままならない状況にある。一

方、卒業生の就職先である繊維企業では、特に外資系製造企業を中心として新しい技

術を利用した生産機械の導入が進められてきている。また、繊維産業界においては製

品の競争力確保に向けた品質管理の徹底のため新たな試験機器の導入や旧式の機器の

更新が進められていることから、大学の教育実習内容が産業界のニーズに合致しない

事態に立ち至っている。このため、同大学ではこうしたニーズに鑑み、特に緊急性、

必要性の高い機材を優先し、老朽化した機材の更新、不足機材の補充、新規機材の導

入を計画し、我が国に無償資金協力を要請してきた。 

 

 この要請に対し、日本国政府は本計画にかかる基本設計調査の実施を決定し、国際

協力事業団は基本設計調査団を 2000 年 4 月 5 日より 5 月 3 日までウズベキスタン国

に派遣した。同調査団はウズベキスタン国側政府関係者ならびにタシケント繊維軽工

業大学関係者との協議を通じて協力の対象範囲、要請機材の内容、ウズベキスタン国

側の実施体制、維持管理計画、負担措置等について確認を行った。また、同調査団は
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同大学の支援機関である軽工業協会、絹産業協会をはじめ繊維企業・工場を訪問し、

関連施設の調査ならびに資料収集を行った。同調査団は帰国後、ウズベキスタン国側

との協議や現地調査の結果を踏まえて国内解析を行い、基本設計概要書を作成し、2000

年 8 月 9 日より 23 日まで同基本設計概要書の現地説明を行い、本基本設計調査報告書

をとりまとめた。 

 

 本計画は、タシケント繊維軽工業大学が労働市場のニーズに合致した技術者を養成

するために、特に教育上緊急性、必要性の高い機材を優先し、老朽化した機材の更新、

不足機材の補充、新規機材の導入を行うものである。こうした観点から計画内容を検

討した結果、本計画による協力の範囲をタシケント繊維軽工業大学の６学部（綿技術・

機械学部、機械技術学部、軽工業学部、工業経済・化学技術学部、工業教育学部、通

信教育学部）とし、天然シルク加工技術用機材、綿加工技術用機材、ニット・縫製加

工技術用機材、及び教育用コンピュータ・視聴覚教育機器を計画の対象機材として選

定した。計画機材の選定にあたっては、大学の既存機材の現況、要員の技術水準等を

勘案し、不要不急の機材を対象から除外すると共に、維持管理面で持続可能な機材内

容となるよう配慮した。主要計画機材は下表の通りである。 

糸歪み試験器 1
通気度試験器 1

セリプレン巻取機 1 耐水度試験器 1
セリプレン糸斑検査照明装置 1 燃焼性試験器 1
セリプレン糸斑標準写真装置 1 洗濯堅ろう度試験器 1
定長検尺器 1 摩擦堅ろう度試験器 1
デニール測定器（重量計付） 1 組 汗堅ろう度試験器 1
強伸度測定器 1 保温性試験器 1
ボビン巻取機 1 糸引張試験器 1
水分検査機 1 糸張力計 1
再繰巻取機 1 高速回転計 1
デュプラン抱合検査機 1 温湿度計 1
ケット式デニール検査機 1 ｽﾚｯﾄﾞﾋﾟｯｷﾝｸﾞﾒｰﾀ 4
検撚機 2 高拡大顕微鏡 1
水分測定装置 1 摩擦電圧測定器 1
＜絹繰糸・絹織物技術＞ ポータブル織物用天秤 1
合撚糸機 1 回転式粘度計 1
丸型真空セット機 1 硬度計 1
部分整経機 1 温調機 2 式
絹繰糸機 1 3. ニット・縫製加工技術用機材
レピヤ織機（絹用） 2 ボタン穴カガリミシン 1
自動コーン巻取機 1 自動刺繍機 1
組紐機 1 自動プリーツ付機 1
2 .  綿加工技術用機材 ＣＡＤデザインシステム 2
＜綿紡績実習室＞ 靴下丸編機 1

光学式毛羽測定器 1 オーバロックミシン 3
短繊維強伸度測定器 1 丸編機 1
＜染色・仕上実習室＞ 靴下成形プレス機 1

測色・染色実習装置 1式 4 .  教育用コンピュータ・視聴覚教育機器
引裂強力試験器 1 ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 60
フェードメータ 1 ﾓﾉｸﾛﾌﾟﾘﾝﾀ 3
染色試験器 1 ﾌﾗｯﾄﾍﾞｯﾄﾞｽｷｬﾅ 3
織物引張試験機 1 ﾌﾟﾛｯﾀ 1
織物摩耗試験器 1 複写機 3
ピリング試験器 1 視聴覚教育用機器 1式
防皺度試験器 1

数量

1.  天然シルク加工技術用機材
＜生糸認証技術＞

機材名数量機材名
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 本計画を日本政府の無償資金協力により実施する場合に必要な総事業費は約 4.66

億円（日本側 4.41 億円、ウズベキスタン国側 0.25 億円）と見込まれる。また、本計

画に必要な工期は実施設計に 5 ヶ月、機材調達・据付に 12 ヶ月と見込まれる。 

 

 本計画が日本政府の無償資金協力により実施された場合、以下のような直接的な効

果が期待されるため、その実施は妥当であると判断される。 

 

① 本計画の実施による直接的な効果はタシケント繊維軽工業大学の在学生約 3,000

名にもたらされる。本計画で大学の機材が更新され、新しい技術が導入されるこ

とにより、これらの学生が産業界のニーズに対応した実践的で専門性の高い教育

を受けることができ、教育効果の向上が図られることになる。 

② タシケント繊維軽工業大学では、姉妹校（旧分校）やその他の大学、職業カレッ

ジにおいて学生に対する実習教育や、同大学の教員による出張講義を行っている。

本計画機材はこれら姉妹校、協力校の学生（約 2,500 名/年）も利用可能なため、

タシケント繊維軽工業大学同様その実習内容が改善されることが期待される。 

③ 高中等専門教育省は2005年を目標に職業カレッジを合計 1,611校に増設する計画

で、このうち 110 校では繊維関連科目の授業が行われる。当大学は同省からの指

定により、繊維工学関連分野で約 1,300 名の教員教育・再教育を行う予定で、本

計画が実施されれば、こうした教員教育・再教育をより有効に行うことが可能と

なる。 

④ 大学附属のアカデミック・リセでは 220 名の学生が教育を受けているが、リセの

卒業生はほぼ全員が同大学に進学し、学位を取得する。2000 年度新学期より 450

名に増員されるリセでは、全てのクラスで年間 40 時間「繊維材料工学」の授業が

行われ、学生たちは同大学の実習設備を利用する。本計画が実施されればこれら

リセの学生に対するより実践的、先進的な教育を行うことが可能となり、教育効

果が向上する。 

⑤ 本計画で整備される産業界と同水準の機材を用いることにより、タシケント繊維
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軽工業大学の教員（281 名）は繊維企業・工場と連携して新たな教授法を開発し、

また生産技術、検査・試験技術、管理技術等の研究交流を深めることがでる。特

に、産業政策上の優先課題である綿・絹等の国産原料の国内加工率向上と繊維製

品の付加価値向上に係る技術開発、普及が可能となり、高等教育の課題である産

学間の連携強化が進められることになる。 

 

 本計画の運営・管理についてのウズベキスタン国側の体制は人員、資金面で充分で

あり、本計画の実施に際し問題はないと考えられる。しかし、タシケント繊維軽工業

大学は即戦力としての上級技術者を養成することを目的として設立された大学である

ため、産業界との連携協力が不可欠である。大学と産業界との緊密な連携による教育・

研究・研修の交流が実現され計画機材が有効に活用されれば、相互の能力向上を図る

ことが可能となり、プロジェクトの効果はより高まることが期待される。 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

 

1-1 当該セクターの現状と課題 

 

1-1-1 上位計画 

 

(1) 概況 

ウズベキスタン国政府は 1991 年の独立以来、他の中央アジア諸国と比較して緩やかな

市場経済化の道をたどってきた。カリモフ大統領の唱道する 5 原則、すなわち①政治に

対する経済の優先、②政府主導による改革、③法治主義、④社会保障の強化、⑤段階

的・継続的・安定的な改革、に基づく内政がすすめられ、また、対外的には中央アジア

諸国との連携の強化、ロシア他独立国家共同体（CIS）諸国との連携の強化、アジアへの

再編入を外交上の基本的スタンスとし、自国経済の立て直しと自立のために先進諸国か

らの経済進出と直接投資や、国際機関によるインフラストラクチュアー整備及び人材育

成支援を積極的に受け入れている。ウズベキスタンは、中央アジア諸国の中では比較的

人口が多く（約 2,300 万人）、出生率と識字率が高く（それぞれ約 2.3%、約 97%）、商

品作物栽培を中心とする農業を経済基盤とし（GDP の 36%）、鉱物（金・銅）・エネル

ギー資源（石油・ガス）に恵まれ、また地勢学的に重要な位置を占めているため、開発

ポテンシャルの高い国として注目されている。 

ウズベキスタンの産業構造を部門別 GDP構成比で見ると農業部門が約 36%、工業部門

が約 29%、建設部門が 13%、サービス部門が約 22%となっている。就業構造では、農業

部門が全就業人口の約 42%、工業部門は約 14%、建設部門は 8%、その他生産部門は

11%、非生産（社会サービス）部門が約 25%である。ウズベキスタンの工業部門は世界

第５位の生産量を誇る綿花、第３位の繭、第 8 位の金を始め、農産資源、鉱物・エネル

ギー資源に比較的恵まれていることから、国産資源の加工業の育成に重点が置かれてい

る。綿花および絹を原料とする繊維産業は同国の工業生産額全体の 37%強、各種農機

具・繰綿機・綿実搾油機・皮革加工機等の農産物製造・加工関連機器を製造する機械産

業は約 10%、エネルギー産業は 7%強という比率で、工業部門においても綿花を中心とす
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る農産資源の加工がその中心となっている。 

 

(2) 繊維産業 

かつてウズベキスタンでは旧ソ連邦全体の 6 割以上の綿花が生産されていたといわれ

るが、綿花栽培に特化された原料供給型のモノカルチャー農業により同国内での綿花加

工率は 10%程度に制限され、殆どが原料のまま旧ソ連邦共和国に輸出されていた。この

ため、ウズベキスタン国内での繊維加工業の育成は阻害されることとなり、当時の国家

統制下で主として大規模生産工場における中央アジア地域向けの繊維製品の製造が行わ

れていた。1998-99 年の国際綿花諮問委員会(ICAC)統計では、ウズベキスタンの綿花生産

量は世界第５位、綿糸生産量は同じく第６位、綿織物生産量は第７位で、いずれも 1993

年と比較すると生産量が減少している。 

ウズベキスタンの独立以降、同国工業部門の中心をなす綿加工分野では、紡織工場に

おける綿糸・綿織物製造、繊維一貫工場での紡織、染色仕上、縫製が行われているが、

これらの繊維企業・工場はいずれも省に相当するウズベキスタン軽工業協会

（UZBEKLEGPROM）の管轄下にある。これらの企業で製造されている製品としては綿

糸、羊毛紡績糸、綿布、天然シルク布、化繊布、縫糸、刺繍糸、綿衣料、毛布、絨毯、

不織布などがある。軽工業協会傘下にはタシケント、ブハラ、アンディジャン、フェ

ルガナ、ナマンガン各都市に大規模な繊維コンビナートがある。これらのコンビナー

トの多くは紡績と織布の双方を受け持っており、紡績した糸は原則としてその工場内

で織られている。コンビナートの内タシケント、ブハラ、アンディジャンの 3 カ所は

紡・織・加工の一貫工場で、他のコンビナート等で生産された生地の染色加工をも受

け持っている。ウズベキスタンの繊維製品及び生産設備の特徴としては、紡績糸の番

手が太い、紡績機は生産性の高いオープンエンド型が多い、織機は旧ソ連邦製のエ

ア・レピア型が比較的多い、生産設備の 30%以上は老朽化・旧式化している、等を揚

げることができる。同国政府も技術、設備、生産管理、品質の面で同国の繊維企業が

国際水準よりも劣っていることを充分認識しており、国内での付加価値向上を積極的

にはかろうとしている。 
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ウズベキスタンは生糸の原料となる繭の生産量は世界第 3 位を占めている。また、生

糸の生産量では同国は世界第 5 位である。同国では、従来繭の生産計画と管理は農業省

が、また絹糸の生産加工はウズベキスタン軽工業協会が担当していたが、絹産業全体を

統括管理する組織の不在により 1991 年から 1998 年にかけて絹糸の生産量が 77%、絹織

物の生産量は 89%の減少という事態に陥った。これは、生産側と加工側の調整がつかず、

企業の財務状況を短期的に改善しようとする繭生産企業がより買値の高い海外企業への

輸出に走ったため、1997 年には生産された乾燥繭の 82%が、また 1998 年にはその 94%

が直接輸出に回され、国内での加工生産量が大幅に落ちたことがその原因とされている。

事態を重視したウズベク政府は、同国でも有望な絹産業の体質改善を図るため、同国の

絹関連産業全体を管轄する組織として、1998 年にウズベキスタン絹産業協会（UZBEK 

IPAGI）を設立し、これまで農業省や軽工業協会の傘下にあった絹関連企業を一元的に管

理することにした。同協会の傘下には、絹繰糸関連企業を統括する部門と絹織物関連企

業を統括する部門があり、近年増えつつある海外からの投資企業も管理している。現在

同国で生産されている生糸はグレードの低いもので、今後は国際標準の高いグレードに

切り替えて国内需要の拡大と輸入代替を進めていく計画であるが、このためには国内加

工率の向上と品質の向上が大きな課題となっている。 

 

(3) 産業政策 

こうした背景から、同国ではまず 2000 年を目標に繊維産業における国内での加工率を

10%から 25%に高め、生産される繊維製品の品質の向上をはかり、また付加価値の向上

をはかり、国内市場での輸入繊維製品に対する競争力を確保し、輸入代替による国際収

支の改善に寄与できる産業構造を確立することを目指している。こうした産業政策に対

応して、近年ウズベキスタン国内では外国からの資本投資が積極的に進められている。

これまでに、軽工業協会の傘下に外資導入により綿糸、綿織物を製造する 23 のジョイン

トベンチャー(J/V)工場が設立された。これらの工場では日本や欧州諸国の自動化された

最新の生産設備の導入が進められている。絹産業協会の傘下にも外国資本との J/V が計

画中のものも含め 4 社あり、より競争力の高い絹製品の製造を始めている。これらの工
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場でも、先進工業国と同等レベルの生産設備が導入されている。このような産業政策に

基づく産業界の生産設備近代化の流れに添って、繊維関連部門での近代的な技術をソフ

ト、ハード両面で理解している専門技術者の育成が必要とされている。 

 

1-1-2 現状と課題 

 

産業界からの人材ニーズに対応すべき教育部門に関しては、ウズベキスタン政府は国

民の知的潜在力をもとに教育・文化水準を高め、全ての教育課程で教育内容と教員の質

の改善を図ることを最優先課題として、新しい教育制度の確立に取り組んでいる。同国

では従来、9 年間の義務教育（初等教育 4 年間、前期中等教育 5 年間）を通じ 97%と非

常に高い識字率を達成している。これまで、前期中等教育修了者の 55%が後期中等教育

機関で一般教育・職業教育を受け、大学等の高等教育機関に進学する 10%程度を除き殆

どの卒業生は就職していた。しかし、独立以降ロシア系の学者、技師等が徐々に同国を

離れたことから、中堅技術者や上級技術者を中心として人材不足が進んでいる。ウズベ

キスタンにおける教育部門の主要な問題点は以下のとおりである。 

- 各教育課程における技術、情報の不備 

- 熟練教員の不足 

- 教育機材、及び質の高い科学教材・参考書の不足 

- 教育界、科学界、産業界の緊密な連携・統合の不在 

 

こうした事態に対処するため、ウズベキスタン国政府はそれまで統一性の無かった後

期中等教育機関を整理統合し、体系的な教育を実践することで市場経済化に対応できる

人材の育成をはかるべく、1997 年 8 月「新教育法」を制定、また同年 9 月には「人材養

成システムの国家プログラム」を発表し、後期中等教育の義務教育化を含む教育システ

ムの抜本的な改革に取り組んでいる（図 1-1「ウズベキスタンの教育体系」）。 
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図 1-1 ウズベキスタンの新教育体系 

 

「国家プログラム」では 1997-2001 年を「改革の準備段階」、2001-2005 年を「改革の

実施段階」、2005 年以降を「改革のフォロ－アップと改善の段階」と規定し、3 段階に

分け時間をかけた教育改革を行うこととしている。同計画においては社会の変化のスピ

ードに対応できる教育体系の確立を求めるため、義務教育から始まる教育の各段階にお

いて職業教育科目を充実させ、産業界に即戦力として参入できる人材を育成することに

重点が置かれている。これに伴い、後期中等教育レベルでは学校の改組が進められ、職

業カレッジとアカデミック・リセにおいて職業教育科目の履修が義務づけられることと

なった。こうした政策の枠組みに沿って、現実の教育改革が進められつつあるが、特に

後期中等教育部門に対してはアジア開発銀行(ADB)、日本国際協力銀行(JBIC)、韓国政府

等による協力が進められつつある。 

同プログラムでは、こうした後期中等教育の改革に伴い、その牽引力となる大学にお
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ける高等教育（Higher Education 及び Postgraduate Education）に関しても改善策を提

示している。大学教育に関しては、これまで一元的に技術者コース（5 年間履修）として

行われてきた教育制度を改め、学士コース（4 年間以上履修）と修士コース（2 年間以上

履修）の２段階で、より専門性の高い教育が行われることになった。こうした改革を推

進するため、大学教育に対しては特に以下の点に政策的な重点が置かれている。 

- 学士・修士レベルの公的な教育標準の設定 

- 教員の再教育研修（海外の大学・研究所を含む） 

- 高等教育機関の構造改革 

- 高等教育機関の経営改善、自治権拡大、対外開放 

- 教育・研究・産業界の連携の実現 

- 教育の私有化、自己教育、遠隔教育等の確立 

- 新しい教授法・情報技術による教育の補完 

 

本計画は、タシケント繊維軽工業大学がこうした国家上位計画の指針に添った人材育

成を達成するために繊維工学分野で必要な教育・実習用機材を整備することを目的とし

ている。 

 

 

1-2 無償資金協力要請の概要 

 

タシケント繊維軽工業大学は、ウズベキスタンの主要産業である繊維軽工業分野で必

要とされる技術者を養成することを目的として旧ソ連邦時代の 1932 年、タシケント繊維

大学として設立された。綿一次処理、綿紡績、絹加工技術、製織の 4 学部で授業が行わ

れ、1935 年には綿一次処理学部で初めての卒業生を輩出した。以来、同大学はウズベキ

スタンのみならず CIS 諸国で唯一の繊維・軽工業大学として、上級技術者を養成する機

能を果たしてきている。同大学で養成される技術者の専門分野は綿紡績、化学繊維、絹

糸、繊維材料、製織・ニット製品製造、服飾、製靴等に及び、設立以来約 4 万人の学生

が養成された。旧ソ連邦内で、世界有数の綿花生産地帯に設立された同大学には世界各
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国からの留学生が集まり、卒業生にはアジア、アフリカ、中南米等の約 30 ヶ国、700 名

以上の留学生も含まれている。 

 

同大学での教育は「人材養成システムの国家プログラム」の方針に基づき、工業企業

の生産現場で即戦力となる学士コースと、研究成果を生産現場に導入する修士コースの 2

コースの制度が採用され、卒業生には学位が授与される。実習科目は、産業界のニーズ

に合わせ、綿、絹及び化学繊維等を対象に紡績、製織、編組（ニット）、縫製、染色・

仕上・加工等、繊維産業の上流から下流まで広い範囲をカバーしている。学部は綿技

術・機械学部、機械技術学部、軽工業学部、工業経済・化学技術学部、工学教育学部、

通信教育学部の 6 学部からなり、それぞれの下で 2 ないし 8 講座（学科）で授業が行わ

れているほか、研究部門では個別専門分野ごとの研究室が設けられ研究活動が進められ

ている。ウズベキスタンで統一大学入試を管轄している国家試験センター(State Testing 

Center)が 1999 年に発表した全国 32 大学を対象とする大学評価結果によると、タシケン

ト繊維軽工業大学は第１位に位置付けられている。評価の指標は学生の知識度、教育方

法、教員・教材の充実度、学生の自発性、実験・実習の充実度、科学研究実績、道徳教

育活動、産学連携、国際協力等多岐にわたり、必ずしも学生の能力達成度で評価されて

いるわけではないが、同大学がウズベキスタンの最高学府の一角を担っていると考えら

れる。 

 

現在、在学生数は約 2,500 名、教職員数は 820 名で、卒業生の多くが幹部クラスの職

員、高級技術者として官公庁、公団企業、教育機関、研究機関、合弁企業等に勤めてい

る。なお、分離独立した分校２校、実習協力校 5 校の実習も当大学で行っており、これ

らの総学生数は約 10,000 名にのぼる。同大学は行政上は高中等専門教育省の傘下にある

が、教育実習上産業界との繋がりが深く、同国の繊維産業・軽工業関連企業を統括管理

するウズベキスタン軽工業協会との関係は特に強い。同協会傘下企業の職員の 90%程度

はタシケント繊維軽工業大学の卒業生で占められている。また、同大学に関連する公的

機関としては、ウズベキスタンの綿一次加工業界を管轄する綿花工業協会
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(UZPAHTASANOATSOTISH)及び同国の絹加工業界を管轄する絹産業協会があり、軽工業

協会と共にこれら３機関がタシケント繊維軽工業大学評議会(Guardian Council)の代表メン

バーとなっている。大学と産業界との結びつきは非常に強く、旧ソ連邦時代には繊維企

業（国営）側の将来の生産計画と求人需要に合わせて同大学の新入生の定員が決められ

ていたこともあると言われている。産業界の影響力は大学の教育カリキュラム内容にも

及び、大学側では各界からの要請に応じ、最近は特に繊維製品の品質向上に関連する測

定器、認証試験機等の実習や、生産管理・経営管理に係るコンピュータ技術、外国語教

育等にも大きな重点を置いている。 

 

現在大学内にある教育実習用機材の多くは 20 年以上前に製造された旧ソ連、東欧製の

もので、旧式化、老朽化が激しく、また既にオリジナルメーカーが存在しないことなど

もあり、部品の手配もままならない状況にある。一方、卒業生の就職先である繊維企業

では、特に外資系製造企業を中心として新しい技術を利用した生産機械の導入が進めら

れてきている。また、繊維産業界においては製品の競争力確保に向けた品質管理の徹底

のため新たな試験機器の導入や旧式の機器の更新が進められていることから、大学の教

育実習内容が産業界のニーズに合致しない事態に立ち至っている。このため、同大学で

はこうしたニーズに鑑み、特に緊急性、必要性の高い機材を優先し、老朽化した機材の

更新、不足機材の補充、新規機材の導入を計画し、我が国に無償資金協力を要請してき

た。要請機材の概要は表 1-1のとおりである。 
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表 1-1 要請機材の概要 

対象部門・機材 数量 

１．天然シルク加工  

 (1) 生糸試験用機器 １式 

 (2) 生糸撚機・織機等 １式 

２．繊維試験  

 (1) 紡績試験用機器 １式 

 (2) 染色・加工・捺染試験機器 １式 

３.服飾加工  

 縫製機器・刺繍機等 １式 

４．靴下製造  

 靴下編機・ｵｰﾊﾞｰﾛｯｸ １式 

５．下着製造  

 丸編機  １式 

６．靴設計・製靴  

 自動設計システム・裁断機 １式 

７．研修・管理用コンピュータ  

 コンピュータ、周辺機器 １式 

 

 

1-3 我が国の援助動向 

 

我が国のウズベキスタン向け援助は 1991 年に研修員受け入れ、専門家派遣により開始

され、1994 年からは無償資金協力、1995 年からは有償資金協力も実施されている。現在、

無償資金協力では一般無償資金協力、ノンプロジェクト無償資金協力、食糧増産援助、

文化無償等を実施している。我が国からの援助重点分野は市場経済化移行支援、運輸イ

ンフラ整備、環境保全、地方医療、民主化・行政支援である。ウズベキスタンに対する

主要援助国は日本、ドイツ、アメリカであるが、1997 年度の２国間援助額では日本が全

体の 75%を占めている。これまでに実施された我が国からの一般無償資金協力案件は表

1-2のとおりである。 
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表 1-2 我が国による一般無償資金協力 

年度 案件名 金額     

（億円） 

1994 小児科医療機材整備計画 6.50 

1995 東部地域母子医療機材整備計画 4.00 

1996 道路建設機材整備計画 9.60 

1997 中部地域母子医療機材整備計画 6.76 

1998 カラカルパクスタン母子病院医療機材整備計画 4.70 

出所：「我が国の政府開発援助 ODA白書」（1999年版）  

 

なお、ウズベキスタンの人的資源開発部門においては、同国政府が 2005 年を目標に後

期中等教育機関（アカデミック・リセ及び職業カレッジ）の義務教育化を計画し、学校

数を同年までにそれぞれアカデミック・リセ 181校、職業カレッジ 1,611校とする計画を

立てており、これに対する施設改善、機材整備、教科書改訂・配布システム、教員養成、

技術協力等に日本国際協力銀行、アジア開発銀行及び韓国政府が協調して取り組んでい

る。タシケント繊維軽工業大学は、これら後期中等教育機関の教員教育・再教育の実施

機関の一部として指定されており、繊維及び軽工業分野の教員教育・再教育を行う計画

になっている。また、当該計画において日本国際協力銀行が行う円借款協力に関連して、

国際協力事業団は専門家派遣等の技術協力を担当することを検討中である。 

 

 

1-4 他ドナーの援助動向 

 

ウズベキスタンに対しては欧州連合(EU)の欧州委員会、国連児童基金(UNICEF)、国連

開発計画(UNDP)等の国際機関や、世銀グループ(IBRD, IDA)、欧州復興開発銀行(EBRD)、

アジア開発銀行(ADB)等の国際金融開発機関から援助が行われている。特に EU は独立国

家共同体(CIS)に対する技術協力プログラム(TACIS)を設定し、1991 年より各種の支援を

行っているが、ウズベキスタンに対しても行政改革・社会保障・教育、農業、エネルギ
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ー、国営企業改善・民営化促進等の分野で協力を実施し、最大の援助機関となっている。

EU/TACISによる対ウズベキスタン援助額は、1999年までの計画値を含め累計で約 1.3億

ECU である。また世銀グループからは衛生・健康（飲料水プロジェクト）、廃棄物管理、

民営化支援等、EBRD からは各種工業・インフラストラクチャー整備プロジェクトに対

する借款、融資、ADB からはインフラストラクチャー整備、金融制度改善、人的資源開

発、農業部門開発等のプロジェクトに対する借款、技術協力が行われている。 

 

ウズベキスタンの高等教育機関に対する人的資源開発協力としては、EU/TACISによる

各種プロジェクトが現在も進行中である（表 1-3）。これは汎欧州高等教育協力計画

(TEMPUS - the Trans European Cooperation Scheme for Higher Education)と呼ばれるもので、

CIS諸国等の大学を初めとする高等教育機関における教育制度改善に関連するソフト面で

の協力の一環として行われている。タシケント繊維軽工業大学に対しても、下記のプロ

グラムでベルギーのゲント大学等における若手教員に対する研修が実施されている。今

回の我が国無償資金協力による機材整備計画が実行された場合、これら研修を受けた若

手教員が中心となって、計画機材の運転・保守の点で補完的役割を担うことが期待され

る。 
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表 1-3 EUによる人的資源開発協力 

 

 

プロジェクト名 受益機関 期間 金額($) プロジェクト内容

国立ウズベク国際言語大
学

国立タシケント技術大学

国立タシケント大学

国立タシケント経済大学

タシケント繊維軽工業大
学

サマルカンド外国語大学

国立タシケント技術大学

国立タシケント大学

タシケント通信大学

国立タシケント大学

国立ブハラ大学

国立タシケント技術大学

大学管理の改善

大学管理構造の近代化の発展

ウズベキスタンにおける遠隔教育

民主主義と市場経済への移行

タシケント国立経済大学における国
際関係学科の設立

遠隔教育システムと教員養成シ
ステムの確立

高等教育機関の管理システム改
善

通信工学大学院課程設立

保健心理学（修士コース）設立

観光経済 学（教育プログラム）

エネルギー管理研究

繊維産業とカリキュラムの現代化

情報技術利用による教員養成法の
改善
情報技術分野修士コース教授法研
修

1999-
2001

471,652 民主主義の形成、市場経済への
移行支援

1999-
2000

128,900 国際関係学科の設立（機材供与
を含む）

1999-
2000

199,185

1999-
2001

467,073

1999-
2001

281,170 情報技術修士コースのカリキュラ
ム開発

1999-
2000

183,630 高等教育機関の情報管理

1998-
2000

356,100 繊維産業界のニーズに対応した
カリキュラム、教授法の確立

1999-
2001

429,815 生涯教育における教員養成プロ
グラムの開発

1998-
2000

337,330 観光経済学カリキュラム策定

1998-
2000

289,070 エネルギー供給管理コースの設
立、カリキュラム策定等

1997-
1999

通信工学大学院課程のカリキュ
ラム改善

700,110

1997-
1999

376,660 保健心理学修士コース開設、保
健心理学センターの設立
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第 2章 プロジェクトを取り巻く状況 

 

2-1 プロジェクトの実施体制 

 

2-1-1 組織・人員 

 

(1) 主管省庁 

 

ウズベキスタン国の教育部門行政機関としては、主に初等教育、前期中等教育を管轄

する国民教育省と、主として後期中等教育、高等教育（大学教育）を管轄する高中等専

門教育省がある。本プロジェクトの受入機関は高中等専門教育省である。高中等専門教

育省は大学、研究機関、職業カレッジ（職業高校）、アカデミック・リセ（高校）等の

監督機関であり、タシケント繊維軽工業大学に対しては人事・予算措置等の承認を行う

権限を有する。同省には大臣・副大臣のもとに 32 名の職員が在籍しているが、本プロジ

ェクトの窓口となるのは高等教育機関局で、局長を中心に６名の職員がタシケント繊維

軽工業大学を監督する。同省の担当業務の内、特に本プロジェクトの実施機関であるタ

シケント繊維軽工業大学との関連で特筆すべき業務は以下のとおりである。 

- 教育手法の管理 

- 国家人材育成プログラム、その他法令の遵守状況の統括 

- 専門技術訓練・技能向上に係る科学的手法の管理 

- 学位証書の授与 

- 入学者募集規則の策定 

- 教職者定員の管理 

- 財務管理 

 

高中等専門教育省の組織図は図 2-1の通りである。 
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図 2-1 高中等専門教育省組織図 

 

（1）実施機関 

 

本プロジェクトの実施機関はタシケント繊維軽工業大学である。同大学はウズベキス

タン共和国の法に基づき設立された公的機関であり、学長は大統領により指名される。

タシケント繊維軽工業大学は繊維工業、軽工業、製紙工業、印刷工業の各分野向け専門

家の教育訓練を行うことを目的として設立され、以下に挙げるような自治権を有してい

る。 

- 関連法規及び高中等専門教育省の分掌権限に抵触しない範囲での決議 

- 大学機構、労働団体の構成 

- 規定に基づく勤務時間・給与の承認 

- 大学内小規模企業活動の設立 

- 助成金・自己資金による資機材・施設の購入・借上 

- 社会的基盤の整備 

大臣 副大臣

高等教育機関局

教育科学財務局

人事部

国際関係部

人道教育管理部

文書管理部

総務局

大臣官房室
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 タシケント繊維軽工業大学には 2000年現在 820名の教職員がいる。このうち教員は

281 名、技術実習補助員は 74 名、その他職員が 465 名である（表 2-1）。学部別教員数

は表 2-2に示すとおりである。 

 

表 2-1 教職員数 

区分 チーフ 職員 合計 

教員 35 246 281 

実習補助員 29 45 74 

道徳教育部 1 3 4 

図書館 1 26 27 

編集出版部 1 17 18 

技術教育部 1 3 4 

会計部 1 9 10 

文具教材部 1 6 7 

事務部 1 4 5 

文書管理部 1 0 1 

予備校部 1 9 10 

優秀学生部 1 0 1 

通信部 1 1 2 

施設管理部 1 8 9 

機械運転部 1 34 35 

経済活動部 10 240 250 

品質改善部 1 9 10 

車両部 1 13 14 

計   762 

長期休暇   58 

合計   820 
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表 2-2 タシケント繊維軽工業大学教員明細 

 

 

なお、タシケント繊維軽工業大学の組織図は図 2-2 のとおりである。 

教授 助教授 上級講師 講師 計
A. 綿技術・機械学部

1. 綿一次加工 2 3 1 1 7
2. 機械・機器 1 10 3 - 14
3. 機械理論 2 6 1 2 11
4. 外国語 - 1 3 11 15
5. 電気技術・自動化 1 3 - 1 5

小計 6 23 8 15 52
B. 機械技術学部

1. 紡績 1 5 1 2 9
2. 製織技術・ニット生産 2 4 1 6 13
3. シルク技術 2 5 - 1 8
4. 材料工学・力学理論 2 4 1 - 7
5. 工業製図 - 4 2 2 8
6. 高等数学 2 7 1 - 10
7. 労働安全・熱力学 1 5 2 - 8
8. 哲学 2 2 5 3 12

小計 12 36 13 14 75
C. 軽工業学部

1. 縫製技術 1 4 3 1 9
2. 縫製品デザイン 2 6 2 4 14
3. 皮革技術・デザイン 2 3 3 1 9
4. 物理 1 6 1 2 10
5. 歴史法律 - 2 2 4 8

小計 6 21 11 12 50
D. 工業経済・化学技術学部

1. 管理学 1 10 2 3 16
2. 営業・監査 - 6 4 1 11
3. 経済理論 - 2 3 - 5
4. 印刷技術・デザイン - 3 2 1 6
5. 繊維仕上・化学繊維技術 3 3 1 7
6. 理論化学 2 6 - 3 11

小計 6 30 11 9 56
E. 工学教育学部
１. 繊維・材料技術 2 5 1 2 10
２. 情報科学 - 5 3 - 8
３. ウズベク語・ロシア語 1 1 2 2 6
４. 体育 2 - 6 - 8

小計 5 11 12 4 32
F. 通信教育部
1. 通信教育 - 1 1 - 2
2. 社会人教育 - 1 13 - 14

小計 0 2 14 0 16
総合計 35 123 69 54 281

学部/学科
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図 2-2 タシケント繊維軽工業大学組織図 

教員： 281名

実習補助員： 74名

職員： 465名

合計： 820名

学長

第１副学長

（道徳・啓発担当）

副学長

（教育担当）

副学長

（科学・国際関係担
当）

副学長

（経済・営業担当）

大学評議会

教員組合

学生自治会

道徳・啓発部

道徳・啓発センター

学生寮活動

博物館

クラブ

教育機構部 発送係

教育手法部 編集発行係

学部:
綿技術・機械学部
機械技術学部
軽工業学部
工業経済・化学技術学部
工学教育学部
通信教育学部

品質改善コース（社会人コース）

テストセンター 教育技術部

産業実習室

図書館

科学教育人材訓練部

国際関係部
科学研究係

科学研究実験室

優秀青年アカデミー

設備部

　　主任技術者

　　電気設備主任

　　機械設備主任

　　建築補修主任

印刷所

電話通信係

小企業係

経済活動係

寮（学生・教職員）

幼稚園

公文書係

庶務係

計画部
経理部
営業部
人事部
予備校部
アカデミック・リセ
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本プロジェクトで整備される機材を使用するのは主として教員及び実習補助員である

が、機材によっては学生が直接操作するものもある。教員の内訳は、表 2-2 に示すとお

り教授 35 名、助教授 123 名、上級講師 69 名、講師 54 名で、その多くがロシアや欧州の

大学等に短期・長期で留学し最新の技術を学んだ経験を有している。実習補助員には実

験室長、アシスタント（上級、一般）、トレーニング・マスター等が含まれ、各学部学

科ごとに配置され機材の維持管理に当たる。これらのスタッフは身分上は技師（理系大

卒）、上級スタッフ（文系大卒）、技師補（高卒・機械工有資格者）、技工（高卒）と

呼ばれ、経験・能力共に優れたものが配属されているが、職場実習で旧ソ連時代の技術

を受け継いでおり、その水準は概して高い。大学側では、本プロジェクトが実施に移さ

れた場合の機材維持管理要員として、絹認証試験室に５名及び織編加工実習室に４名、

計９名の技術スタッフの新規雇用を計画している。これら要員の雇用に係る支出増分は

後述する大学の予算計画に見込まれている。以上を勘案すれば、機材の運営・維持管理

に係る要員数は充分である。 

また、タシケント繊維軽工業大学の学生数は下表のとおりである。同大学の在学生数

は独立以降減少したが、これは地方にあった分校が独立したため統計上の学生数が減少

したことによる。しかし、同大学では現在もこれらの旧分校の学生に対する実習教育を

行っており、また同大学の教員は定期的に旧分校で出張講義を行うなどしている。また、

旧分校以外にも実習教育協力をしている大学、職業カレッジがあり、これらに所属する

学生もまた同大学の機材を用いて実習を受けている。 

表 2-3 タシケント繊維軽工業大学在学生数（学士コース） 

学部 1992  1995 (*) 1996  1997  1998  1999  

綿技術・機械学部 1,613 708 590 569 583 632 

機械技術学部 2,220 974 811 784 803 870 

工業経済・化学技術学

部 

1,549 680 566 547 560 607 

軽工業学部 1,058 464 387 373 383 415 

計 6,440 2,826 2,354 2,273 2,329 2,524 

(*) アンディジャン、ナマンガン、マルゲランの分校が財政的に独立したため、見かけ上の学生数
が減少（教育面はTITLIが担当）。 
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表 2-4 タシケント繊維軽工業大学在学生数（修士・博士コース） 

学部 修士コース 博士コース 

年度 95 96 97 98 99 95 96 97 98 99 

綿技術・機械学部 26 27 30 25 30 2 3 3 3 2 

機械技術学部 42 32 32 32 30 2 2 1 3 3 

工業経済・化学技術学部 19 15 17 18 18 2 2 2 2 3 

軽工業学部 3 4 3 3 3 1 2 2 2 2 

計 90 78 82 78 81 7 9 8 10 10 

 

表 2-5 関連校学部学生・教員数 

学校名 学生数 教員数 

アンディジャン工業経済大学

（姉） 

2,679 240 

ナマンガン産業技術大学（姉） 1,352 120 

ブハラ技術大学（協） 2,602 246 

ジザク職業訓練大学（協） 821 81 

フェルガナ職業訓練大学（協） 2,078 204 

マルゲラン繊維カレッジ（協） 600 N.A. 

グリエンス軽工業カレッジ（協） 700 N.A. 

合計 10,832 891 

（姉）は姉妹校、（協）は協力校を示す。 

 

 

2-1-2 財政・予算 

 

ウズベキスタンの国家予算全体に占める教育予算及び高等教育予算の比率は表 2-6 のとお

りである。 
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表 2-6 教育予算 

    （単位：百万スム） 

 

年度 

国家予算- 

A 

教育予算- 

B 

高等教育 

予算-C 

シェア 

(B/A) 

シェア 

(C/A) 

1996 133,246 40,265 3,561 30.2% 2.7% 

1997 95,683 36,985 2,412 38.7% 2.5% 

1998 94,316 40,629 3,053 43.1% 3.2% 

1999 548,093 182,681 10,046 33.3% 1.8% 

2000 712,463 215,060 11,611 30.2% 1.6% 

2001 810,608 253,315 12,366 31.3% 1.5% 

2002 820,496 256,405 12,204 31.3% 1.5% 

 

また、タシケント繊維軽工業大学の過去５年間の予算実績及び今後３年間の計画は表

2-7の通りである。また、同予算の財源別明細は表 2-8のとおりである。 

 

表 2-7 タシケント繊維軽工業大学予算の推移 

（単位：百万スム） 

 

年度 

人件費 機材購入

費 

機材修理

保全費 

用益費 その他（奨学

金、文具費等） 

合計 

1995 12.0 1.2 0.8 14.0 11.0 39.0 

1996 50.0 3.7 2.3 87.0 51.0 194.0 

1997 70.0 8.3 5.7 64.0 117.0 265.0 

1998 105.0 13.0 19.0 108.0 163.0 408.0 

1999 164.0 15.6 22.8 142.0 258.6 603.0 

2000 196.0 17.1 11.3 160.4 318.0 702.8 

2001 227.4 19.7 13.0 178.0 328.4 766.5 

2002 263.8 22.8 14.8 197.6 315.5 814.5 
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表 2-8 財源別予算の推移 

    （単位：百万スム） 

 

年度 

政府補助金 授業料他 自己収入-委

託研究他 

業界寄付

金 

その他(*) 合計 

1995 35.0 2.0 0.5 0.5 1.0 39.0 

1996 145.0 23.0 2.9 14.1 9.0 194.0 

1997 154.0 55.0 2.1 24.9 29.0 265.0 

1998 244.0 86.0 2.4 31.6 44.0 408.0 

1999 360.0 150.0 3.4 36.6 53.0 603.0 

2000 396.0 206.8 6.0 39.0 55.0 702.8 

2001 435.0 228.5 6.0 39.0 58.0 766.5 

2002 479.0 230.5 6.0 39.0 60.0 814.5 

(*)  委託研修費、寮の対外貸付料等を含

む。 

   

 

2000 年度予算で見た場合、政府補助金が全体の 56%を占め、次いで授業料収入が約

30%を占めている。大学の自己収入である授業料収入と委託研究料は大学の裁量で使用

できるため、大学ではこれをウズベキスタン国側負担工事費及び機材の維持管理費に重

点的に配分する考えである。 

 

2-1-3 技術水準 

 

(1) 産業界の生産設備 

 

ウズベキスタンは旧ソ連邦時代より世界有数の綿花及び繭生産国として知られている。

特に綿花はその殆どが原綿として旧ソ連邦内の紡績工場に出荷されていた。このため、

綿の一次加工（綿花の種子から綿を剥ぎ取るジンニング、ゴミを取るクリーニング、及

び原綿の乾燥）工程はウズベキスタン国内のジンニング工場で行われていたため、この

工程で使用する生産機械の多くは国産品であり、このため機械産業も発展を見た。 

一方、同国における紡績以降の綿繊維企業は、これまで基本的には旧ソ連時代の紡績、
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織布、捺染（プリント）、仕上を行う大規模一貫工場が中心であった。これらの工場は

タシケントを始め主要都市６ヶ所（このうち３カ所は紡・織のみ）に配置されており、

生産設備は 1960～70 年代の古いものが大部分であるが、現在も稼働している。工場では

機械はよく整備されており、操業率は現在でも 80%程度と見込まれ、工場管理も行き届

いている。一方、独立以降、年々外国資本の投資によるジョイント・ベンチャー(J/V)企

業が増えてきており、現在、軽工業協会の傘下に 23 の J/V 工場が設立されている。この

うち 16 社は綿糸、綿織物他の繊維工場である。また、軽工業協会自体が出資する企業

(Stock Company)が７社有り、綿糸、綿織物、縫製品等を生産している。これらの工場で

は、日本製や欧州諸国の自動化された最新の生産設備の導入が進められている。また、

2000 年５月現在、日本国際協力銀行（旧日本輸出入銀行）の融資により、綿紡績工場３

ヶ所の設立が計画されているが、これらの各工場では日本製・欧州製の繊維機械の導入

及び数百名規模の雇用需要が期待されている。 

 

ウズベキスタンの絹産業は近年特に注目を浴びてきている分野である。絹産業協会の

傘下には乾繭業者が 135社、絹繰糸工場 13 社、共同出資(Joint Stock)による絹織物工場 8

社、外国資本との J/V が日本企業の出資する１社を含め 4 社あり、絹製品を製造してい

る。絹製品の生産設備は、旧ソ連時代より稼働している工場では旧式の機械が稼働して

いるが、生産規模は比較的大きい。繰糸設備は、同国産の繭の品質が悪いこともあり旧

方式のものが使用されているが、J/V 等の新しい工場では最新型の生産設備が導入されて

いるところもある。一般に工場管理は良好で、工場によっては出来高賃金制を導入する

一方で運転動作教育を行うなど、従業員教育にも力が入れられている。 

 

工場における測定器関係は、綿・絹工場とも必要最小限の機器は整備されているが、

概して製造年代が古く、運用状況も充分とはいえない。検査技術の更新も積極的に図ら

れているとは言えない状況にあり、これが繊維製品の品質向上を図る上でネックとなっ

ている。最近、綿花の輸出認証試験設備が世界銀行の借款により国内 14 ヶ所の綿花試験

所に新設されているが、綿花以外の各種繊維製品の生産段階での認証試験設備の拡充整
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備も期待されているところである。 

 

(2) タシケント繊維軽工業大学の実習 

 

大学の授業は、専門科目の場合学科によりばらつきはあるが 20-40人程度の学生数が 1

クラス単位となり、講義・実習が行われている。基礎・教養科目、共通科目等の授業は

100 席以上を有する大講義室が使用される。授業は 1 時限 80 分制で、第１時限は 8:30-

9:50、第 2 時限は 10:00-11:20、昼休みをはさんで第 3 時限は 12:10-13:30、第４時限は

13:40-15:00 となっている。また、通常の４時限以降に夜間コースも適宜開催され、第５

時限が 17:30-18:50、第６時限が 19:00-20:20である。 

 

試験機器、生産実習機械を設置してある実習室には学生用の椅子、机、講義用の黒板

が配置され、機材を見ては補足講義をするという現場教育が行われている。近代化され

た工場の最新設備についての講義はビデオを利用して行われ、30 人程度の学生が教員と

共に画面を見ながら学習するシステムである。使用されている機材は古く、モニターも

小型のものが使われている。大学の機材が不足している科目の授業は、隣接するタシケ

ント繊維一貫工場等で現場実習を行っている。また、同大学ではアンディジャン、ナマ

ンガンの旧分校やブハラ、マルゲラン、ジザク、フェルガナ、グリエンス等の地方の協

力校に対し学生実習の場を提供しているほか、これらの大学に教員を派遣して出張授業

も行っている。 

 

大学で使用されている教科書は 1960 年代から 70 年代のソ連製のものが多く見受けら

れる。図や表を見る限り同年代の日本の繊維工学で使った教科書に類似している。比較

的レベルの高い授業が行われているようである。最近では同大学の教員が執筆したウズ

ベク語の教科書も使われるようになってきている。また、近年のウズベキスタン政府の

方針もあろうが、同大学でも若手教員や学生の中には英語を理解するものが増えてきて

いる。これはコンピュータの普及率と相関した傾向と考えられる。 
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2-1-4 既存の施設・機材 

 

タシケント繊維軽工業大学の既存の機材を繊維加工関連機材と測定器関連機材に分け

て以下に概観する。 

 

2-1-4-1 繊維加工機材 

 

綿繊維加工機材は紡績、織布共に 1950 年代から 80 年代の主に旧ソ連製のものが中心

で、機械は古いが現在も稼働している。精紡機は 20 年程度経過した機械だが比較的良好

な状態で使用されている。これらの生産設備では比較的低品質の原料を用いて太めの糸

を生産して実習を行っているが、ウズベキスタンの特産である超長繊維綿に対応できる

機種はないため、民間企業において近代的な設備、生産システム、管理技術等の現場実

習を行っている。なお、今回の要請機材には綿だけを対象とする加工機械は含まれてい

ない。 

 

絹の繊維加工機械は、煮繭機を除き旧ソ連時代の古い機械が主体となっているが、生

産工程として一貫していない。製糸工程は繰糸機及び巻取機が古く、機能的にも教材的

にも前時代的である。撚掛工程は糸セット機がなく、コーンワインダーも充分機能して

いない。製糸機は 1930 年代のものを含め古い機種が使われている。織機はレピヤ式の一

般機種が 2 台あるが、1960 年製で現在のレピヤ織機とでは大きな差異がある。技術レベ

ルをみると、教科書による教育はよく行われているが、生産工程の実習は近隣の工場設

備を利用しており、大学の教育実習設備としては不十分である。絹の測定器関係では、

生糸認証試験に重要なセリプレーン一連設備（生糸の糸むらと汚れの検査）がなく、他

の測定器も古くスポット的であり、一貫した絹の試験研究に齟齬を来している。生糸品

質向上は国家上位計画で求められている重要課題であり、産学連携による業界指導の役

割を担う大学にとって一連の絹の試験設備は不可欠のものである。 
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2-1-4-2 測定器等 

 

(1) 概要 

 

機材はロシア製が圧倒的に多い。機材の生産年からみると 40 年以上経過したものが

12%、30年から 40年未満が 16%、20年から 30年未満が 30%で、20年以上経過した機

材が全体の約 60%を占めている。30 年以上経過した機材は約半数が使用不可となって

いる。 

 

(2) 各実験室の現状 

 

a) 綿繊維実習室 

当大学で最も早く授業が行われた分野であり、測定機材は一応揃っている。概ね 30 年

未満の機種が使用されている。民間の綿一次加工工場、機械工場とのつながりも大きい。 

 

b) 綿紡績実習室 

ラボの生産機械に付随する最低限の測定器が設置されているが、1960-70 年代の老朽

化したものが多い。唯一日本製の糸むら試験器が新しく、良く稼働している。 

 

c) 織布実習室 

測定機材が古く使用不可のものが目立つ。実習上必要される機材が少ない。 

 

d) 染色仕上実習室 

紡績、織布の機材に比較して染色機材は殆どないといってよい。綿、絹織物のサンプ

ルは適宜容器を使って手作業により染色、製織しサンプルを作成している。一方、走査

型電子顕微鏡、色差計などいずれもロシア製だが高度な機材があるが、使用不可である。 

 

e) 繊維材料技術実習室  

繊維、糸、織物試験別に 3 室に分け機材を配置している。他に比較して学習内容から
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機種、台数ともに多いが 20 年以上経過した機材が多く使用不可のものが目立つ。また仕

上げ織物、織物の品位・機能性の評価機材は殆どない。機材管理は助教授の管轄だが、

測定補助者が 3人ついており、機材の取り扱いはしっかりしている。 

 

 

2-2 プロジェクト・サイト及び周辺の状況 

 

2-2-1 社会経済状況 

 

大学の位置するタシケント市はウズベキスタンの首都であり、人口約 210 万人を擁す

る。旧ソ連邦内でも第４位に位置する大都市であり、中央アジアで唯一の地下鉄が３路

線、市内を走っている。タシケント市は 1966 年の大地震により市内の建築物の殆どが崩

壊したあと、独自の都市計画に基づいて再建された近代的な都市で、整然と区画された

新市街と震災を免れシルクロードの面影を残す旧市街とが一体化している。 

ウズベキスタンの経済活動はタシケントを中心として発展しており、同市内及び周辺

の町村を含むタシケント州には外資系約 130社を含む 9,000社を越える企業が立地してい

る。主な産業としては繊維加工、綿一次加工、農産物加工、金属加工、機械工業、化学

工業、エネルギー、電子製品製造等がある。 

 

 

2-2-2 関連インフラの整備状況 

 

ウズベキスタンはユーラシア大陸中央部に位置する内陸国であり、諸外国とは空路、

鉄道、道路により結ばれている。旧ソ連邦時代に物資輸送のための陸上輸送網が整備さ

れたことから、鉄道を中心とするウズベキスタンの交通インフラストラクチャーは他の

中央アジア諸国同様比較的高い水準にある。最も需要の大きい鉄道貨物の場合、極東・

欧州からロシア・ルート（ロシア、カザフスタン経由）、中国ルート（中国、カザフス

タン経由）が一般的に利用され、また道路輸送貨物の場合イラン・ルート（イラン、ト
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ルクメニスタン経由）が利用されている。また、航空貨物は欧州、極東、東南アジア、

その他周辺国からタシケントに輸送される。タシケントを仕向地とする貨物は、タシケ

ント駅・空港到着後市内配送されるが、市内の道路状況は良好で、トレーラー等が充分

通行できる舗装道路が整備されている。 

 

タシケント繊維軽工業大学の周辺道路は同様に良く整備されており、貨物輸送上の問

題はない。大学構内の道路も舗装されており、構内には充分な駐車スペースがある。ま

た、貨物の仮置きに利用できるスペースも充分にあり、機材搬入上の問題はない。 

 

大学構内には６カ所トランスフォーマーが設置されており、ここで市中からの 6000V

の高圧配電を 380Vに降電圧し、構内の各建物に配電している。電力は主に火力発電によ

るもので、工業用として優先的に供給を受けている。各建物の分電盤以降での電力供給

は定格で単相 220V、３相 380V、50Hz である。頻繁ではないが、時折停電が発生するこ

とがある。 

 

上水は市の水道から、実験用水は大学構内の水源から汲み上げられ、それぞれ用途に

応じて教室、実習・実験室、宿舎等に給水されている。上水の水質は良好である。また、

大学構内の建物は温熱給水による集中暖房方式がとられており、各部屋にはこのための

配管が施されている。各部屋の窓は暖房効率を高めるため二重窓になっている。建物自

体が比較的高い断熱効果を有していることから、主要な部屋を除き空調設備は設置され

ていない。 

 

 

2-2-3 自然条件 

 

 ウズベキスタンは北にカザフスタン、東にキルギス、タジキスタン、南西にトルク

メニスタン、南にアフガニスタンの諸国と国境を接する内陸国である。その総面積は 44
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万 7,400km2（日本の約 1.2倍）、国土は南北に約 930km、東西約 1,400kmに広がり、大

陸性気候で寒暖の差が激しいのが特徴で、雨量は少なく比較的乾燥している。東部の天

山山系の山岳地帯からアムダリア、シルダリアの両大河が西北端のアラル海（塩湖）に

流れ込んでいるが、流域の平坦地はステップや砂漠で、国の中央部には世界有数のキジ

ルクム砂漠が位置している。タシケント繊維軽工業大学の位置するタシケント市は北緯

41度 20分（青森県津軽半島付近）、標高 420-500m にあり、典型的な大陸性気候で気温

の日較差が大きい。タシケント市の気象条件は表 2-9のとおりである。 

 

表 2-9 気象条件（タシケント市） 

 

 

2-2-4 産業界、研究機関等との連携 

 

タシケント繊維軽工業大学はウズベキスタン国内の繊維企業や国内外の研究機関、教

育機関と緊密な協力関係にある。同大学は、即戦力としての上級技術者を養成すること

を目的として設立された大学であるため、大学と産業界、研究機関等との連携協力では

再教育研修、講師派遣、教育実習、技術交流・移転、委託研究、共同研究等、幅広い活

動が行われている。特に、高中等専門教育省の省令「高等教育について」に基づき、大

学における実習の一部は国内の企業・工場施設を利用してより専門的・実践的な内容で

進められている。なお、国内の研究機関で同大学と緊密な協力関係にある機関は表 2-10

のとおりである。 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 平均
平均気温(℃) 1.2 2.3 8.6 15.4 20.4 25.6 27.6 25.3 20.0 13.3 7.5 3.2 14.2
平均相対湿度(%) 65 66 59 60 50 39 37 41 42 57 63 66 54
降水量(mm) 52.8 46.2 70.6 62.9 31.8 6.8 3.4 1.8 4.0 33.8 43.8 52.1 410.0
平均気温:1961-1990、平均相対湿度：1961-1967、降水量：1961-1990

出所：「理科年表（平成12年）」
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表 2-10 国内研究機関との協力関係 

名称 所在地 設立年 活動内容 研究者数 大学との協力 

ウズベク養蚕研究所 タシケント 1928 養蚕研究 138 共同研究 

科学研究センター タシケント 1926 科学研究 140 共同研究 

“SHOI”研究所 マルゲラン 1927 シルク研究 92 共同研究 

綿花加工研究所 タシケント 1953 綿花研究 180 共同研究 

国家軽工業ファッショ

ンセンター 

タシケント 1949 ファッション

デザイン 

250 共同研究 

"NAFIS"研究所 タシケント 1979 靴デザイン 58 共同研究 

 

また、タシケント繊維軽工業大学と学術交流を行っている海外の主な教育・研究機関

は表 2-11のとおりである。 

 

表 2-11 学術交流機関 

協力機関名称 国名 

ゲント大学繊維学部 ベルギー 

ピレウス技術教育大学繊維学部 ギリシャ 

印刷教育研究所 ドイツ 

国際シルク協会 フランス 

国際繊維アカデミー スイス 

国立モスクワ印刷大学 ロシア 

イワノボ繊維アカデミー ロシア 

国立ギャンジャ大学 アゼルバイジャン 

国立サンクトペテルブルク製材技術アカデミー ロシア 

国立コストラマ技術大学 ロシア 

モスクワ繊維大学 ロシア 

国立モスクワデザイン技術大学 ロシア 

サンクトペテルブルク技術・デザイン大学 ロシア 

 

なお、タシケント繊維軽工業大学の卒業生の進路は表 2-12のとおりで、ある。 
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表 2-12 卒業生就職・進学先(1937-1999) 

 

学部 コース 卒業生数 就職先 職務
綿技術・機械 技師(*) 270 高等学校 教師

200 研究所 研究員
1,110 個人企業 技術者

10,300 株式会社 技術者
学士(**) 18 修士コース 学生

10 個人企業 技術者
16 株式会社 技術者

機械技術 技師(*) 380 高等学校 教師
270 研究所 研究員

2,400 個人企業 技術者
13,650 株式会社 技術者

学士(**) 24 修士コース 学生
8 個人企業 技術者

12 株式会社 技術者
工業経済・化学技術 技師(*) 220 高等学校 教師

110 研究所 研究員
1,190 個人企業 技術者
6,780 株式会社 技術者

学士(**) 23 修士コース 学生
16 個人企業 技術者
27 株式会社 技術者

軽工業 技師(*) 160 高等学校 教師
100 研究所 研究員
920 個人企業 技術者

5,220 株式会社 技術者
学士(**) 18 修士コース 学生

10 個人企業 技術者
18 株式会社 技術者

合計 技師(*) 1,030 高等学校 教師
680 研究所 研究員

5,620 個人企業 技術者
35,950 株式会社 技術者

学士(**) 83 修士コース 学生
44 個人企業 技術者
73 株式会社 技術者

(*) "技師"は教育課程改訂前の卒業資格名（５年間のコース）。
(**) "学士"は教育課程改定後の学士コース（４年間）卒業者。
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第３章 プロジェクトの内容 

 

 

3-1 プロジェクトの概要 

 

本計画はウズベキスタンの繊維軽工業部門に関連する工学教育の質的・量的拡充と

技術更新を図り、同国の主要経済基盤である繊維軽工業部門の企業、及び関連する公

的機関、並びに教育・研究機関で幅広く活躍する有能な技術者を育成し、経済活動の

活性化を図ることを目標としている。この目標を達成するため、本計画は同国の最高

学府の一翼を担うタシケント繊維軽工業大学の老朽化・旧式化した機材を更新し、不

足している機材を追加あるいは新規に調達することにより、同大学における高等工学

教育の質的向上を図ることを目的とする。 

 

タシケント繊維軽工業大学卒業生の主たる就職先である繊維企業では、特に外資系

製造企業を中心として新しい技術を利用した生産機械の導入が進められてきている。

また、繊維産業界においては製品の競争力確保に向けた品質管理の徹底のため新たな

試験機器の導入や旧式の機器の更新が進められていることから、旧式の教育設備に依

存した大学の教育実習内容が産業界のニーズに合致しない事態に立ち至っている。本

計画はウズベキスタン国の基幹産業とも言える繊維産業の人材育成ニーズに対応する

ことを基本的な理念とし、この分野で必要とされる教育用機材を整備するのが目的で

ある。このため、ウズベキスタンでも有望な土着資源である綿と繭を加工し、製品、

半製品としての付加価値を向上させるために必要となる工程・分野を優先した下記の

機材を整備することとする。 

 

1) 天然シルク加工技術用機材 

a) 生糸認証技術用機材 

b) 絹繰糸・織物技術用機材 

2) 綿加工技術用機材 

a) 綿紡績実習室用機材 
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b) 染色仕上実習室用機材 

3) ニット・縫製加工技術用機材 

4) 教育用コンピュータ・視聴覚教育機器 

 

なお、大学側より要請のあった編集デザイン教育用機材に関しては、工業経済・化

学技術学部における印刷技術の教育及び大学における各種出版物の編集用としてその

必要性は認められるものの、本計画において整備すべき妥当性と緊急性は低いため、

本計画の対象からは除外した。 

 

 

3-2 プロジェクトの基本設計 

 

3-2-1 設計方針 
 

(1) 基本方針 

 

1) ウズベキスタンで生産される繊維原料の国内での加工率向上に資することを計画の

目標とする。 

 

2) 計画実施による効果は、繊維製品の内需拡大・輸入代替を想定し、国内市場で需要

の大きい中級レベル製品の技術を主たる対象として機材選定に当たる。 

 

3) タシケント繊維軽工業大学の卒業生が本計画の目標に添って、上級技術者として繊

維企業・工場で即戦力となるための教育活動に資する計画内容とし、機材選定を行

う。 

 

(2) 協力の範囲 

 

タシケント繊維軽工業大学に対する関連分野でのニーズを分類すると、表 3-1 の通

りである。国内加工率向上という産業政策に基づき国内の設備投資・外資導入が進め
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られる中、ウズベキスタンの繊維産業界では近年とみに製品の品質管理に注目が集め

られ、このための技術力の向上と設備更新が焦眉の課題となっている。また、こうし

た政策面での優先策と産業界の動向に対応すべく、教育分野での人材育成も大きな転

換点を迎え、職業に直結する技術教育の普及が課題となっている。このようなニーズ

に対応して計画機材を検討した結果、本計画による協力の範囲は表 3-2 に示すとおり

である。 

表 3-1 タシケント繊維軽工業大学のニーズ 

項目 ニーズ 

繊維国内加工率の向上 

外資と新技術の導入 

産業政策 

繊維製品品質向上と競争力獲得 

生産管理、経営管理能力の向上 

品質管理と計測技術の向上 

紡績設備の近代化 

製織技術の向上と設備近代化 

編組技術の向上と設備近代化 

絹製品認証制度の徹底 

伝統絹織物の付加価値向上 

上級技術者の求人需要 

コンピュータ利用促進 

産業界の動向 

外国語能力改善 

技術・情報の整備 

教員養成・再教育 

機材・教材の充足 

情報技術の応用 

産学間連携の強化 

国家教育プログラム 

教育機会均等・遠隔教育の充足 

 

(3) 設計方針 

 

計画機材のレベル及び仕様について、下記の方針で設計を行う。 

1) 大学の教育に適切なレベルの機材とする。 

2) 今後のウズベキスタン国における生産設備・技術の動向、及び産学連携を勘案した

機材計画とする。 

3) 運転、保守、管理に要する技術、手間、費用の少ない機材設計とする。 

4) 規格は国際標準を基本とし、ウズベキスタン国の法規・規格に適合する機材設計と

する。 

5) 予備品・消耗品は必要性に応じて計画機材に含めることとする。 
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表 3-2 協力の範囲 

 

生糸認証 絹繰糸・織物 綿紡績 染色仕上 ニット縫製 軽工業 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・視聴覚

A. 綿技術・機械学部 綿花一次加工（ジンニング）。 ○ ○

B. 機械技術学部
綿の紡績、製織、編組。絹繰
糸。

◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○

C. 軽工業学部
繊維製品デザイン、縫製。皮革
（履物）デザイン、加工。

○ ○ ○ ◎ ◎ ○

D. 工業経済・化学技術学部
繊維の染色、仕上。印刷デザイ
ン。経営・管理。

◎ ○

E. 工業教育学部 繊維材料。情報技術(IT)。 ○ ○ ○ ◎

F. 通信教育学部 繊維工学全般。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◎ ：機材を設置し、主として使用、管理する学部。
○ ：機材を利用する学部。

計画機材
学部 主な対象分野/技術
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6) 機材据付後のメーカー技術者による操作保守指導期間を十分取ることとし、その予算

を事業費に含めることとする。 

7) 機材操作マニュアルは、主要機材については必要に応じロシア語版を機材本体に含め

ることとする。 

 

3-2-2 基本計画（機材計画） 

 

要請機材に係る現地協議結果を踏まえ、機材計画を以下のとおりとりまとめた。要請内容

の検討結果は表 3-3に示すとおりである。 

 

3-2-2-1 天然シルク加工技術用機材 

 

(1) 生糸認証技術用機材 

 

計画対象は生糸検査と格付認証を行うための機材である。ウズベキスタンでは現在、

独自の生糸標準(Uz RST-834-97)に基づき生糸の認証を行っているが、検査項目と範囲に

関して国際レベルに近づけるためこの標準の見直し作業が続行中である。新しい標準は

日本等をはじめとする主要生糸バイヤー国の格付けに準じた７段階程度のレベルのもの

になる。計画機材はこうした新しい標準に対応できるレベルのもので、セリプレン（生

糸の糸むら・節等の検査）の一連の計測器を中心に、繊度測定用のデニール測定器、強

力と伸度測定用の強伸度測定器、正量検査用の水分検査機、再繰切断検査用の巻取機、

抱合性測定用の抱合検査機、水分測定装置、各種巻取機等の準備機械を含む。これらの

機材の導入により生糸認証用の試験機器が揃い、充実した教育設備となる。また、絹製

品の品質向上に対する各種データの積み重ねやその応用技術の教育実習効果が見込まれ、

絹製品生産工場の人材育成のニーズにも合致する。 

 



既存機材の現状評価 要請機材の分類 計画数量

A B C 更新 補充 新規 A B C

1 天然シルク加工技術用機材

1-1 生糸認証技術

1-1-1 セリプレン巻取機 1 MT 絹加工技術講座（絹製品
品質認証、他）

1
生糸の糸むら、節等の検査で黒板へ
の糸の巻取りに用いる。（糸むら、
大中節、小節検査）

○ ○ ○ 1

生糸の格付け検査に使用する代表的な一連の機器。ウズベキスタン国内の13の生糸工場で
使用されている。大学の絹加工技術講座では、絹製品品質認証、絹の力学、コンピュー
ター援用絹加工技術、他の授業が行われており、使用頻度は高い。しかし、現在大学には
この一連の試験機材がないため、タシケント市周辺の生糸工場の設備を借りて実習を行っ
ているが、移動時間により他の授業時間がつぶされる等の問題も起きている。大学が産業
界との連携で果たすべき先進的役割を勘案すれば、この一連の機材を計画機材に含めるべ
きである。

1-1-2 セリプレン糸斑検査照明装
置

1 MT 絹加工技術講座（絹製品
品質認証、他）

1
生糸の糸むら、節等の検査のため所
定の照度を確保する。（糸むら、大
中節、小節検査）

○ ○ ○ 1

生糸の格付け検査に使用する代表的な一連の機器。ウズベキスタン国内の13の生糸工場で
使用されている。大学の絹加工技術講座では、絹製品品質認証、絹の力学、コンピュー
ター援用絹加工技術、他の授業が行われており、使用頻度は高い。しかし、現在大学には
この一連の試験機材がないため、タシケント市周辺の生糸工場の設備を借りて実習を行っ
ているが、移動時間により他の授業時間がつぶされる等の問題も起きている。大学が産業
界との連携で果たすべき先進的役割を勘案すれば、この一連の機材を計画機材に含めるべ
きである。

1-1-3 セリプレン糸斑標準写真装
置

1 MT 絹加工技術講座（絹製品
品質認証、他）

1
生糸の欠点である糸むらや節の大小
を、標準写真と比較して判別する。
（糸むら、大中節、小節検査）

○ ○ ○ 1

生糸の格付け検査に使用する代表的な一連の機器。ウズベキスタン国内の13の生糸工場で
使用されている。大学の絹加工技術講座では、絹製品品質認証、絹の力学、コンピュー
ター援用絹加工技術、他の授業が行われており、使用頻度は高い。しかし、現在大学には
この一連の試験機材がないため、タシケント市周辺の生糸工場の設備を借りて実習を行っ
ているが、移動時間により他の授業時間がつぶされる等の問題も起きている。大学が産業
界との連携で果たすべき先進的役割を勘案すれば、この一連の機材を計画機材に含めるべ
きである。

1-1-4 定長検尺器 1 MT 絹加工技術講座（絹製品
品質認証、他）

①
1960

1
生糸を定長巻きして、各種検査に使
用する。

○ ○ ○ 1 既存の機器は古く、機能していない。産業界で一般的な、列数が複数選択式の定長巻きの
ものを計画する。

①
日本
1975

1
生糸の繊度（デニール）を計り、偏
差を測定する。（繊度偏差検査）

○ ○ ○
1

unit

繊度測定は基本的なもので、多くの学生が実習で使用する。既存のものは手動式で、古い
が何とか機能しているが、測定結果を記録する機能が付いていないため、記録器付の機種
を導入し、実習の効率化を図る。

②
1984
③
1950

1
生糸、綿の精密な重さを測定する。
（原量検査）

○ ○ ○
1

unit
現在の古い機器は良く使用されているが、測定精度が低い（目盛りが5g）。実習内容から
１ｇの目盛りのものが必要であり、１台を補充する。

表3-3　機材検討表

1-1-5

検討内容使用目的番号
要請
数量 ｺｰｽ名機材名 判定

妥当
性

MT 絹加工技術講座（絹製品
品質認証、他）

デニール測定器
（重量計を含む）

1
set

必要
性



既存機材の現状評価 要請機材の分類 計画数量

A B C 更新 補充 新規 A B C
検討内容使用目的番号

要請
数量 ｺｰｽ名機材名 判定

妥当
性

必要
性

1-1-6 強伸度測定器 1 MT 絹加工技術講座（絹製品
品質認証、他）

2 1 生糸の強力、伸度を測定する。（強
力・伸度検査）

○ ○ ○ 1
生糸の格付けの代表的な指標を測定するもので、品質の検査、認証に不可欠な機材であ
る。繊維工学の学生には必須の機材であるが、既存機材は老朽化して精度が落ちてきてい
るため、１台を補充する。

1-1-7 ボビン巻取機 1 MT 絹加工技術講座（絹製品
品質認証、他）

1 定長巻きボビンを巻き取る。 ○ ○ ○ 1
”かせ”からボビンに糸を巻き取る機器で、巻き取ったボビンをセリプレン用や製織用に
使用する。次の工程の準備に欠かせない機材であるが、大学には既存のものが無いため、
新たに導入する。

1-1-8 水分検査機 1 MT 絹加工技術講座（絹製品
品質認証、他）

①
1971 1

生糸の正確な含有水分や重量を測定
する。（水分率、正量検査）

○ ○ ○ 1 水分含有率と正量は生糸の格付け及び取引に使われる重要な指標で、価格判定に大きな影
響を与える。現在手持のものは破損して機能していないため、早急に更新が必要である。

1-1-9 再繰巻取機 1 MT 絹加工技術講座（絹製品
品質認証、他）

①
1953

1 繰糸した生糸を再繰糸して糸切れ検
査を行う。（再繰切断検査）

○ ○ ○ 1
生糸生産工程の重要な1工程である”揚返し”で、繰糸機の小枠から生糸を乾燥しながら
巻き取る機械で、この検査結果は生糸の後工程使用効率に大きく影響する。既存のものは
破損し、機能していないため、実習の一貫性を保つために早急な更新が必要である。

1-1-10 デュプラン抱合検査機 1 MT 絹加工技術講座（絹製品
品質認証、他）

①
1965 1

生糸の抱合性を測定する。（抱合検
査）

○ ○ ○ 1
生糸の後工程の生産効率の判定や品質管理上重要な指標を測定する機材。既存のものは頻
繁に使用されているが、35年を経て精度が落ちてきているため、新機種を補充し、測定精
度を確保する。

1-1-11 ケット式デニール検査機 1 MT 絹加工技術講座（絹製品
品質認証、他）

1 乾燥状態の生糸のデニール測定に使
用する。（繊度検査）

○ ○ ○ 1
国内の生糸工場にも導入が進められている機材で、一定の乾燥条件下での生糸の繊度（デ
ニール）測定に不可欠である。他の機材と一連の流れの中で使用されるので、検査実習の
一貫性を維持するため新規に1台導入する。



既存機材の現状評価 要請機材の分類 計画数量

A B C 更新 補充 新規 A B C
検討内容使用目的番号

要請
数量 ｺｰｽ名機材名 判定

妥当
性

必要
性

1-1-12 検撚機 2 MT 絹加工技術講座（絹製品
品質認証、他）

①
1968 1 1

糸に撚りをかけたり解撚して撚数を
調べる。（撚数検査）

○ ○ ○ 2

ウズベキスタンの伝統的な絹織物（アトラス）には撚りをかけた生糸を使用する織物が多
い。大学では、自国の伝統的な絹製品の品質向上を図るため、適正撚りの研究・実習が行
われているが、既存の機械は古く、機能していない。この機材は、学外からの研修生も使
用するので使用頻度が高い。このため、１台を更新、１台を補充し、それぞれを生糸用、
綿用とする。

1-1-13 水分測定装置 1 MT 絹加工技術講座（絹製品
品質認証、他）

1 生糸、綿糸の水分を測定する。（一
般含有水分検査）

○ ○ ○ 1
赤外線ヒーターを利用した、一般的な糸の水分測定器で、生糸、綿糸双方に使用する。精
度の高い測定が可能で、記録装置の付いた機種は国内の生糸工場でも採用されている。検
査工程には必須の機材であるため、１台を新規に導入する。

1-2 絹繰糸・織物技術

1-2-1 合撚糸機 1 MT 絹加工技術講座（絹の力
学、他）

①
半分可
動
1963

①
1963

同一機台で生糸の合糸と撚りをかけ
る。

○ ○ ○ 1

既存の機械２台は老朽化し、１台は半分可動しているが撚りのかかり方が不均一で、もう
１台は稼働していない。ウズベキスタンの絹織物（アトラス、クレープ・デシン等）は、
繭の品質による制約から撚りをかけて織布されることが多い。このため撚りをかけながら
合糸するこの機械は、織物の準備工程に欠かせない。本計画では稼働していない１台のみ
更新する。

1-2-2 丸型真空セット機 1 MT 絹加工技術講座（絹の力
学、他）

1 生糸に撚りをかけた後それをヒート
セットし撚り止めする。

○ ○ ○ 1

生糸にかけた撚りが戻らないように撚止めをし、生糸の撚り織物（クレープデシン、
ジョーゼット、アトラス）の品質を維持するための機械で、絹の織布工程に欠かせない機
材である。現在、大学にはこの機械はなく、生糸工場で生産実習させてもらっているが、
大学で行われる一連の製織実習に不可欠であるため、１台導入する。

1-2-3 部分整経機 1 MT 織布技術講座（経糸・緯
糸準備、他）

①
1980

1
各種生糸を用い、織機用に経糸を整
経する。

○ ○ ○ 1

既存の古い整経機は20年前のもので、国内の織布工場に導入されている機種と比較し機能
的に不十分である。最近の機械は整経速度が上がっているほか、品質向上のためクリール
等の付属装置があり、実習効果が大きい。このため新機種１台を補充し、これを絹織物用
として使用、既存機は綿織物用に使用する事とする。

1-2-4 絹繰糸機 1 MT 織布技術講座（経糸・緯
糸準備、他）

②
1962
1974

②
1932
1954

1
繭から生糸を生産し、糸枠に巻取
る。

○ ○ ○ 1

既存の４台の内、３台は旧式、１台は半自動式のものであるが、産業界のレベルと比較す
ると機械としては２－３世代旧式化している。大学で使用するウズベキスタン産の繭質か
ら判断して、産業界で最近導入が始められた全自動型の機種は大学教育には適さないた
め、その一つ下のレベルの自動型機種を補充機種として計画する。原料は選繭して、新台
には上質の繭を掛けて実習することとする。



既存機材の現状評価 要請機材の分類 計画数量

A B C 更新 補充 新規 A B C
検討内容使用目的番号

要請
数量 ｺｰｽ名機材名 判定

妥当
性

必要
性

1-2-5 レピヤ織機（絹用） 2 MT 織布技術講座（織原理・
製織加工、他）

①
1992 2

整経した経糸を掛け、レピヤ方式で
緯糸を入れ織物をつくる。

○ ○ ○ 1 1

現在あるレピヤ1台はドビー無しの基本台で、製織工程の実習用としては不十分である。
付加機能を持った絹織物の製織ラインが不可欠であり、ドビー付1台（優先度A）、ジャ
カード付1台（優先度B)を導入する。旧台は綿用ラインとして使用し、新台は絹用として
撚繊糸を使用した各種織物を生産する。織機の各種機台が揃うため、教育上の効果は大き
い。

1-2-6 自動コーン巻取機 1 MT 織布技術講座（経糸・緯
糸準備、他）

①
1980

1 織準備のため生糸をコーン（ボビ
ン）に巻取る。

○ ○ ○ 1
既存の機械は古く、故障していて使えない。糸を次の工程に出す、あるいは製品として出
荷するには不可欠の機材であるため、ウズベキスタン国内の繊維工場に導入されている自
動型の機種と同等レベルで巻き取りスピンドル数の小さいものを１台更新する。

1-2-7 組紐機 1 MT 織布技術講座（織原理・
製織加工、他）

1 組み紐、小巾の絹織物を編む。 ○ ○ ○ 1

大学では絹製の衣服には付加価値を付けるための学生自主研究をやっているが、衣服の縁
飾りも重要な課題となっている。機械の名称は組み紐機であるが、この機械を使用して小
巾の編生地を作り実習に用いている。既存の機材はないため、大学では外部の絹織物工場
の協力を得て生地を入手しているが、使用頻度が高いことから、１台新規導入する。

2 綿加工技術用機材

2-1 綿紡績実験室

2-1-1 ポータブルイブネステス
ター

1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 紡績工程の糸むらの評価。 ○ x x 1
ポ－タブルタイプで、工程中の糸むらを現場で測定したいとの要求からでたものである。
しかし測定精度が悪いという欠点がある。大学には現在、ポータブルタイプではないが糸
むら試験器があるので、これを活用するすることし除外するとにする。

2-1-2 光学式毛羽測定器 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 糸表面の毛羽の長さ、本数を定量的
に評価する。

○ ○ ○ 1
紡績糸、絹糸等の表面毛羽を長さ別に測定するものである。２次工程の操業性や織物の品
位との関わりが大きく、繊維技術者には必要とされる技術であるため、新規に１台導入す
る。



既存機材の現状評価 要請機材の分類 計画数量

A B C 更新 補充 新規 A B C
検討内容使用目的番号

要請
数量 ｺｰｽ名機材名 判定

妥当
性

必要
性

2-1-3 短繊維強伸度測定器 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 綿、絹、合成繊維等の短繊維強伸度
の測定。

○ ○ ○ 1
繊維１本の強・伸度を測定するもので、繊維の特性を把握する重要な試験項目である。ウ
ズベキスタンでは各種の混紡や交織の製品設計がなされているので、強度、伸度との関係
が曲線を描きながら学習できるような仕様の機種を１台、新規に計画する。

2-2 染色・仕上実験室

2-2-1 測色・染色実習装置
1

set
EECT 繊維仕上・化学繊維技
術講座

1
set

繊維製品の色の測定、染料液の作
成、染料液の調合、染色後のサンプ
ルの色の測定とその結果に対する評
価・検討を学習する。

○ ○ ○
1

set

染色は物理的、化学的作用によってなされるもので複雑な要素の影響をうける。当該装置
は分光光度計、染料溶液作成装置、染色用溶液調合装置からなり、客観的に目標色を得る
ための装置で、繊維産業界で一般に使用されている。ウズベキスタンの国家目標である繊
維製品の高付加価値化を産業界と共に追求していくことを求められている大学にとって、
今後の教育には不可欠なものであるため、１式を新規に導入する。
なお、大学にはこの装置の一部に類似する色測定器があるが、老朽化していて使用不可と
なっている。

2-2-2 引裂強力試験器 1 EECT 繊維仕上・化学繊維技
術講座

1 織物の引裂強力の測定。 ○ ○ ○ 1 織物の測定項目として重要な項目で、大学教育に不可欠の機材であるが、既存の測定器が
ないので新規に導入する。

2-2-3 フェードメータ 1 EECT 繊維仕上・化学繊維技
術講座

1 織物、編物の日光による褪色の測
定。

○ ○ ○ 1 織物、編み物の測定項目として重要な項目で、大学教育に不可欠の機材であるが、既存の
測定器がないので新規に導入する。日光による褪色の比較検討の学習が可能になる。

2-2-4 染色試験器 1 EECT 繊維仕上・化学繊維技
術講座

1 綿、絹およびそれらと合成繊維との
混紡品の織物、編物の染色。

○ ○ ○ 1
大学には現在染色用学習機材がなく、近隣の繊維工場の設備を借用している。分光色測、
染色液作成、本器による染色と一連の関連においても必須の機材である。合成繊維の染色
も考慮して最高染色温度を１４０℃程度の機械を１台導入する。

2-2-5 織物引張試験機 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

②
1970
②
1956

1 織物の強伸度の測定。 ○ ○ ○ 1
最も重要かつ測定頻度の高い測定器であり、大学で現在所有しているが、老朽化が進んで
おり測定精度にも問題がある。強力、伸度曲線を描ける測定器に更新する。本測定器の導
入により織物の強度特性が精度良く把握できる。



既存機材の現状評価 要請機材の分類 計画数量

A B C 更新 補充 新規 A B C
検討内容使用目的番号

要請
数量 ｺｰｽ名機材名 判定

妥当
性

必要
性

2-2-6 織物摩耗試験器 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1
織物、編物の摩擦強度の測定(絹織
物等薄地用)。

○ ○ ○ 1 大学には関連測定器があるが、重布用のものであり絹織物など薄地織物には適さない。薄
地、編み物等の測定に適した測定器を新規に導入する。

2-2-7 ピリング試験器 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 織物、編物のピリングの測定。 ○ ○ ○ 1 織物、編み物に必須の測定器である。本測定器の導入によりピリングの発生機構等の学習
が可能になる。

2-2-8 防皺度試験器 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 織物の防しわ性の測定。 ○ ○ ○ 1 類似の測定器があるが測定精度が良くない。本測定器の導入により精度の高い防しわ特性
について学習できる。

2-2-9 糸歪み試験器 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 摩擦による織物の糸の歪みの測定。 ○ ○ ○ 1 織物、編物評価の重要特性の１項目である。新規に導入する。
織物、編物の摩擦による糸の歪みのメカニズムについて学習できる。

2-2-10 通気度試験器 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

①
1979 1 織物、編物の通気性の測定。 ○ ○ ○ 1 既存の試験器は老朽化が進んでいて測定精度に問題があるので更新する。

2-2-11 耐水度試験器 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

①
1955 1 織物の耐水性の測定。 ○ ○ ○ 1 既存のものは老朽化が進んでいて測定精度に問題があるので更新する。



既存機材の現状評価 要請機材の分類 計画数量

A B C 更新 補充 新規 A B C
検討内容使用目的番号

要請
数量 ｺｰｽ名機材名 判定

妥当
性

必要
性

2-2-12 燃焼性試験器 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 織物、編物の防炎性能の測定。 ○ ○ ○ 1 繊維製品の安全性が重視される昨今、繊維の機能を学習する上で重要項目になった。本測
定器の導入により衣料の火に対する安全性について学習できる。

2-2-13 洗濯堅ろう度試験器 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 織物、編物の洗濯堅ろう度の測定。 ○ ○ ○ 1
衣料の重要測定項目の１つであるが、現在大学には測定器がない。特に絹、綿製品は洗濯
堅ろう度が劣るので、その良否や原因について学習することは、ウズベキスタンの繊維製
品の位置づけを理解する上で重要である。

2-2-14 摩擦堅ろう度試験器 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 織物、編物の摩擦による褪色の変化
の測定。

○ ○ ○ 1 衣料の重要測定項目の１つであるが現在大学には測定器がない。特に絹、綿製品は摩擦堅
ろう度が劣るのでその良否や原因について学習することが重要である。

2-2-15 汗堅ろう度試験器 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 織物、編物の汗による褪色の変化の
測定。

○ ○ ○ 1 大学には衣料の汗による色の褪色変化を測定する機材がない。学習に必要であり導入す
る。

2-2-16 ＫＥＳ型風合試験器 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 織物のかたさ、ぬめり反発性等の風
合特性の測定。

○ x x 1
本測定器は日本で開発されたものである。世界的に普及しており研究発表や論文等によく
デ－タ－が記載されている。今後特に絹製品の風合いが重要な課題となるので必要性が高
いが、教育用としては妥当性に欠けるため計画機材からは削除する。

2-2-17 保温性試験器 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 衣服、敷物、カ－テン等の保温性能
の測定。

○ ○ ○ 1 保温性能を数値で把握する測定器で、衣料原料、織物や編物の構造と保温性能との関連な
どを学習するために必要な機材であるため、新規に導入する。



既存機材の現状評価 要請機材の分類 計画数量

A B C 更新 補充 新規 A B C
検討内容使用目的番号

要請
数量 ｺｰｽ名機材名 判定

妥当
性

必要
性

2-2-18 糸引張試験器 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

③
1972
1978

④
1970
1979

1 紡績糸、フィラメントの強力、伸度
を測定。

○ ○ ○ 1 既存の試験器は老朽化が進み測定精度に問題がある。強力、伸度の関係曲線を描けるタイ
プに更新する。学習頻度の高い機材である。

2-2-19 糸張力計 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 製糸中の糸の張力を測定。 ○ ○ ○ 1 現在測定器がないので導入する。製糸、紡績、織布など各工程中の適正張力の良否の判断
が可能となる。

2-2-20 高速回転計 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 各種機器の回転速度を測定 ○ ○ ○ 1 現在測定器がないので導入する。製糸、紡績、織布各工程器機の回転速度を正確に把握す
ることが可能になる。

2-2-21 温湿度計 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 温湿度の影響が大きい時の実験室の
温湿度を測定。

○ ○ ○ 1 国際・国内規格に沿った実験を行う際、実験室の温度、湿度を正確に測定することができ
る。実験の環境が適正であるかの判断が可能となる。

2-2-22 ｽﾚｯﾄﾞﾋﾟｯｷﾝｸﾞﾒｰﾀ 4
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

4 織物、編物の密度の測定。 ○ ○ ○ 4 織物、編物の構造を学習するための必須機材である。学生5人程度の小グループで１台使
用するため、１クラス用として４台の導入を計画する。

2-2-23 高拡大顕微鏡 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

①
1970

1

１) 繊維、糸、織物の断面の観察と
カメラ撮影。
２) 試料作成のための断面切断装
置。

○ ○ ○ 1

現在、大学には性能面で問題があるが顕微鏡本体だけはある。今回各種繊維、糸、織物の
断面を観察、写真撮影できる装置１式を導入するものである。既存の顕微鏡は活用できな
い。
構造を拡大して見ることができるため日本では古くから一般的に使用されている機材であ
る。本機材導入によって繊維、糸、織編物の構造を学習することが可能となる。本装置に
は試料作成に重要な断面切断装置を含めて計画する。



既存機材の現状評価 要請機材の分類 計画数量

A B C 更新 補充 新規 A B C
検討内容使用目的番号

要請
数量 ｺｰｽ名機材名 判定

妥当
性

必要
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2-2-24 摩擦電圧測定器 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 織物、編物の摩擦による静電気発生
量の測定。

○ ○ ○ 1 繊維製品の摩擦による静電気発生量を定量的に測定する機器で、製品の種類や環境変化と
静電気発生量の関係など、重要な繊維特性の学習が可能になる。

2-2-25 ポータブル織物用天秤 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 織物、編物の目付（単位面積当たり
の重さ）の測定。

○ ○ ○ 1 製品評価の学習に必須の機材である。

2-2-26 回転式粘度計 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1
１) 多目的に使用
２) 紡糸原液の粘度製織用糊剤の粘
度等。

○ ○ ○ 1 製糸や織物工程の糊剤などの実験学習に必須の機材である。

2-2-27 硬度計 1
ＭＴ 紡績講座、製織技術・
ニット生産講座、材料工学・
力学理論講座、他

1 紡績糸、絹糸のチ－ズの硬度の測
定。

○ ○ ○ 1 チ－ズの硬度は品質、次工程の工程通過性との関係が大きく、重要な測定項目であり、必
須の機材である。

2-2-28 温調機 6 繊維製品試験室用、測色・染
色実験室用

6
１) 繊維製品試験室の温・湿度調整
用(１式)
２) 染色実験室の温度調整用(１式)

○ ○ ○
2

sets

繊維、特に天然繊維は温度・湿度の影響を受けやすく、国際規格では物理的、機械的特性
を測定するための標準大気条件が決められている。
ＩＳＯ　１３９の規定：
温度　２０±２℃　湿度　６５±２%（温暖）
温度　２７±２℃　湿度　６５±２℃（熱帯）
測定室についてはこの条件に近づける緩やかな条件を実現する。
ＣＣＭ室については機材保全を主体とした温度条件を実現する。



既存機材の現状評価 要請機材の分類 計画数量

A B C 更新 補充 新規 A B C
検討内容使用目的番号

要請
数量 ｺｰｽ名機材名 判定

妥当
性

必要
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3 ニット・縫製加工技術用機材

3-1-1 ボタン穴カガリミシン 1 LI 縫製技術講座 ①
1970 1 ボタン穴のカガリ縫いを行う。 ○ ○ ○ 1

既存の機械は手動式の旧式機で、自動機を多く導入している縫製工場との技術的格差が大
きい。大学の実習では織物、及びニット生地それぞれに穴カガリが可能な機種が求められ
ているため、新機種を補充する。

3-1-2 自動刺繍機 2 LI 縫製技術講座 2 プリセットされたデザインをもとに
自動で刺繍する。

○ ○ ○ 1 1

手工芸としての伝統的な手刺繍とは別に、最近は縫製工場での大量生産をベースとした機
械刺繍が増えており、タシケント市内でも自動機20台を導入した工場が現れている。ウズ
ベキスタン繊維産業の付加価値向上という国家目標の観点から、川下分野の自動化機械の
比較学習は繊維工大の学生には欠かせないため、４頭型を１台のみ整備することとし、１
頭型は計画より除外する。

3-1-3 自動プリーツ付機 1 LI 縫製技術講座 1 絹織物にプリーツ加工を行う。 ○ ○ ○ 1

大学では、伝統的な絹の矢絣織物に付加価値をつけるためプリーツ加工の研究実習がおこ
なわれている。産学間連携強化の一環として地域産業との協同開発を行うものだが、現在
はプリーツ機がないため、手作業で行われている。タシケント市内の工場には10台以上導
入されており、技術レベルの整合性をはかるため大学にも同等の機種を導入する必要があ
る。大学での教育用としてはバッチ式仕様の機械で充分である。

3-1-4 ＣＡＤデザインシステム 2 LI 縫製品デザイン講座、皮革
技術・デザイン講座

2 アパレル製品のパターン設計、グ
レーディングを行う。

○ ○ ○ 2

ウズベキスタン国内の縫製工場等５カ所にアパレル用CAD及び皮革デザインCADが導入
されており、今後コンピューター援用デザインは更に発展していくものと考えられる。コ
ンピュータによるパターン設計、グレーディングは近代的な生産管理技術に繋がる重要分
野であり、大学での学習ニーズは大きい。従って、CADシステムを２式導入することと
する。大学用の機材として、コンピューターによるデザインデータの入力、処理、出力
（型紙印刷）までを計画に含め、生産工場用の裁断工程用機械は除外する。また入力用
ディジタイザー、出力用プロッターはそれぞれ１台を計画し、２系統で共用する。

3-1-5 靴下丸編機 2
MT 製織技術・ニット生産講
座
LI 縫製技術講座

⑤
1975
④
1965 2 靴下を自動的に編む。 ○ ○ ○ 1 1

既存の機種は９台とも古く、産業界の生産現場で用いられている自動化機械との技術的乖
離が大きいため、教育効果が小さい。要請では産業界と同等レベルの機種を２台（ドビー
付、ジャカード付各１台づつ）補充し、１クラス20名を10名づつに分けて同時に実習を
行うという内容であったが、教育上はドビー付１口型で充分であり、ジャカード付のもの
は計画から削除する。

3-1-6 オーバロックミシン 2
MT 製織技術・ニット生産講
座
LI 縫製技術講座

④ 3
ニット下着の袖付縫、袖下縫、肩合
せ、ソックスのつま先縫合せ等を行
う。

○ ○ ○ 3

既存のミシンは全て古く、メリヤス肌着用の機種はニット生地にうまく対応していない。
また、ソックス用の機種はゴロツキが大きく、製品の付加価値を下げている。いずれも、
教育効果を維持するには産業界と同等レベルの機種が必要であり、メリヤス肌着用の機種
を２台、またソックスつま先縫用機種を１台を補充する。
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3-1-7 丸編機 1
MT 製織技術・ニット生産講
座
LI 縫製技術講座

④
1970 1 シングルニット下着の生地を編む。 ○ ○ ○ 1 大学では現在古い機械を運転しているが、柄出しカム等が磨耗しており欠点の発生も多

い。生産現場では新しい機台が導入されており、同等レベルの機種を1台補充する。

3-1-8 靴下成形プレス機 1
MT 製織技術・ニット生産講
座
LI 縫製技術講座

1 1
靴下の自動スチームプレス仕上を行
う。

○ ○ ○ 1

靴下の編上り後その型を維持するための成型スチームプレス機が現在大学にはなく、製品
の付加価値向上のための技術学習に支障を来している。大学では最近絹を利用した靴下の
研究・学習に重点を置いているが、この場合成型プレスが重要な工程となり教育上必須で
あるため１台を新規導入する。

4 教育用コンピュータ

4-1-1 ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 60
EP 情報科学講座
MT 工業製図講座
TC テストセンター、他

25 73 60
1) プログラミング実習
2) コンピューター製図実習
3) 繊維工学専門実習

○ ○ ○ 60

既存の機種のCPUはPentiumが25台(266MHz x 2台、150MHz x 4台、100-133MHz x
19台）、486型が27台、386型19台、286型27台で、工業製図のソフトを動かすことが出
来るのはPentiumの上位機種6台のみで絶対数が不足している。コンピュータの使用頻度
は極めて高いが、機種が旧式化しているため、コンピュータを使用するクラスは不規則な
時間設定での授業を強いられている。このため、工学用アプリケーション・ソフトを駆動
できるレベルの機種で、常時３クラスが専門科目実習、プロジェクト実習等が行えるよ
う、60台（1教室20台 x 3教室）導入することとし、内１クラスはアドバンスクラスとし
てプロッターを附属させる。。

4-1-2 ﾓﾉｸﾛﾌﾟﾘﾝﾀ
1
set

EP 情報科学講座
MT 工業製図講座
TC テストセンター、他

8 3 成果品を印刷する。 ○ ○ ○
3

units
既存のプリンターはA4サイズまでの印刷が可能だが、工業製図等のプロジェクト実習に
はA3サイズが不可欠であるため、３台（1教室１台 x 3教室）導入する。

4-1-3 ﾌﾗｯﾄﾍﾞｯﾄﾞｽｷｬﾅ
1
set

EP 情報科学講座
MT 工業製図講座 3

図面データ、画像データのデジタル
入力を行う。

○ ○ ○
3

units

大学では、主に情報科学、専門科目プロジェクト実習等の授業でスキャナを使用するほ
か、学生自主研究等のデータベースを今後整備していく考えで、スキャナはこれまで作成
されてきたアナログ図面の読み込み等、データのデジタル化に必須であるため、３台（１
教室１台 x ３教室）導入する。

4-1-4 ﾌﾟﾛｯﾀ
1
set

EP 情報科学講座
MT 工業製図講座 3

工業製図成果品等のプロッティング
を行う。

○ ○ ○ 1 unit
大学では卒論、研究論文等に添付される図面はA2サイズが所定の大きさとなっている。
従って、コンピュータで作成した図面の出力にはA2サイズのプロッターが不可欠である
ため、アドバンスクラスに１台のみ導入する。
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4-1-5 複写機 10
EP 情報科学講座
MT 工業製図講座
TC テストセンター、他

3
教材、原稿、成果品等の複写を行
う。

○ ○ ○ 3 7

複写機の使用頻度は非常に高い。特にテストセンターでは、授業前に教師が教材をコピー
して学生に配布したり、コンピュータでの授業・研究の成果をプリント、コピーして提出
するため、必須の機材である。要請は10台（1教室2台 x 5教室）であったが、維持管理面
に配慮し、３台（1教室１台 x 3教室）を導入する。

4-1-6 ｶﾗｰﾄﾞﾗﾑｽｷｬﾅ 2 MT 工業製図講座、他 2 大判画像データ等のデジタル入力に
使用する。

○ x x 2
アナログの大判図面を読み込んでデジタル・データ化する機材だが、大判の新型機種はウ
ズベキスタン国内での使用例は報告されておらず、維持管理面で難点があるため、計画か
らは除外する。

4-1-7 視聴覚教育機器 1 EP 情報科学講座、他 4 4 視聴覚機器援用による繊維工学教育
学実習。

○ ○ ○ 1 set

繊維工学の学習のため、遠隔地に設立されている最新機器を導入したJV繊維工場の設備
稼働状況や、生産技術、生産管理、品質管理等々の実態をビデオ撮影し大学の授業で使用
しているが、既存の機種は既に旧式化が進み、教育効果が減少している。授業における使
用頻度が高いことから、新たにビデオカメラ、編集用ＶＴＲとビデオプロジェクタのシス
テムを１式のみ計画する。

5 編集デザイン教育用機材

5-1-1 ﾌﾗｯﾄﾍﾞｯﾄﾞｽｷｬﾅ（ﾌｨﾙﾑｽ
ｷｬﾅ付）

1
EECT 印刷技術・工業デザイ
ン講座
EO 編集デザイン室

1

1) プリプレス技術と機械の実習
2) 印刷・ポストプレス技術と機械の
実習
3) 大学全体で使用する教材のデザイ
ンと編集

○ x x 1

コマンドやテキストで表されている文章や画像（カラー）データをビットマップ・イメー
ジ等に変換し、編集加工する一連の機器で、印刷技術・工業デザイン講座のアート印刷技
術他の実習に用いられる。現在大学にはデジタル編集機器が無いため、印刷前工程の授業
は基本的に座学で行っている。印刷工程には各種機器が整備されており充分な実習を行え
るが、その前準備工程の技術との整合性がないため、一貫した実習が行えない。しかし、
編集デザイン関連機材は教育効果が低いため、本計画からは除外する。

5-1-2 ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ（画像処理
用）

2
EECT 印刷技術・工業デザイ
ン講座
EO 編集デザイン室

2

1) プリプレス技術と機械の実習
2) 印刷・ポストプレス技術と機械の
実習
3) 大学全体で使用する教材のデザイ
ンと編集

○ x x 2 上記デジタル編集システムの構成機材で、コンピュータによるデータ処理を行うものであ
るが、編集デザイン関連機材は教育効果が低いため、本計画からは除外する。

5-1-3 ｶﾗｰﾓﾆﾀ 2
EECT 印刷技術・工業デザイ
ン講座
EO 編集デザイン室

2

1) プリプレス技術と機械の実習
2) 印刷・ポストプレス技術と機械の
実習
3) 大学全体で使用する教材のデザイ
ンと編集

○ x x 2 上記デジタル編集システムの構成機材で、コンピュータによるデータ処理を行う。しか
し、編集デザイン関連機材は教育効果が低いため、本計画からは除外する。



既存機材の現状評価 要請機材の分類 計画数量

A B C 更新 補充 新規 A B C
検討内容使用目的番号

要請
数量 ｺｰｽ名機材名 判定

妥当
性

必要
性

5-1-4 ｶﾗｰﾚｰｻﾞｰﾌﾟﾘﾝﾀ 1
EECT 印刷技術・工業デザイ
ン講座
EO 編集デザイン室

1

1) プリプレス技術と機械の実習
2) 印刷・ポストプレス技術と機械の
実習
3) 大学全体で使用する教材のデザイ
ンと編集

○ x x 1 上記デジタル編集システムの構成機材で、印刷イメージをプリントアウトするためのもの
であるが、編集デザイン関連機材は教育効果が低いため、本計画からは除外する。

5-1-5 ﾓﾉｸﾛﾚｰｻﾞｰﾌﾟﾘﾝﾀ 1
EECT 印刷技術・工業デザイ
ン講座
EO 編集デザイン室

1

1) プリプレス技術と機械の実習
2) 印刷・ポストプレス技術と機械の
実習
3) 大学全体で使用する教材のデザイ
ンと編集

○ x x 1 上記デジタル編集システムの構成機材で、印刷イメージをプリントアウトするためのもの
だが、編集デザイン関連機材は教育効果が低いため、本計画からは除外する。

5-1-6 ﾈｯﾄﾜｰｸ機材 1
EECT 印刷技術・工業デザイ
ン講座
EO 編集デザイン室

1

1) プリプレス技術と機械の実習
2) 印刷・ポストプレス技術と機械の
実習
3) 大学全体で使用する教材のデザイ
ンと編集

○ x x 1 上記デジタル編集システムの構成機材だが、しかし、編集デザイン関連機材は教育効果が
低いため、本計画からは除外する。

5-1-7 ｲﾒｰｼﾞｾｯﾀｰ 1
EECT 印刷技術・工業デザイ
ン講座
EO 編集デザイン室

1

1) プリプレス技術と機械の実習
2) 印刷・ポストプレス技術と機械の
実習
3) 大学全体で使用する教材のデザイ
ンと編集

○ x x 1 上記デジタル編集システムの構成機材で、編集された画像データをフィルム出力するため
に必要だが、編集デザイン関連機材は教育効果が低いため、本計画からは除外する。

5-1-8 ＲＩＰｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ 1
EECT 印刷技術・工業デザイ
ン講座
EO 編集デザイン室

1

1) プリプレス技術と機械の実習
2) 印刷・ポストプレス技術と機械の
実習
3) 大学全体で使用する教材のデザイ
ンと編集

○ x x 1 上記デジタル編集システムの構成機材で、データのオンライン処理に必要だが、編集デザ
イン関連機材は教育効果が低いため、本計画からは除外する。

5-1-9 ﾌｨﾙﾑ処理機 1
EECT 印刷技術・工業デザイ
ン講座
EO 編集デザイン室

1

1) プリプレス技術と機械の実習
2) 印刷・ポストプレス技術と機械の
実習
3) 大学全体で使用する教材のデザイ
ンと編集

○ x x 1 上記デジタル編集システムの構成機材で、後の製版工程に回すフィルムを作成するため必
要だが、編集デザイン関連機材は教育効果が低いため、本計画からは除外する。



既存機材の現状評価 要請機材の分類 計画数量

A B C 更新 補充 新規 A B C
検討内容使用目的番号

要請
数量 ｺｰｽ名機材名 判定

妥当
性

必要
性

5-1-10 反射型濃度計 1
EECT 印刷技術・工業デザイ
ン講座
EO 編集デザイン室

1

1) プリプレス技術と機械の実習
2) 印刷・ポストプレス技術と機械の
実習
3) 大学全体で使用する教材のデザイ
ンと編集

○ x x 1 印画紙等の画像の色の濃淡を計測する機器で、標準色見本等による色の精度確保に必要だ
が、編集デザイン関連機材は教育効果が低いため、本計画からは除外する。

5-1-11 透過型濃度計 1
EECT 印刷技術・工業デザイ
ン講座
EO 編集デザイン室

1

1) プリプレス技術と機械の実習
2) 印刷・ポストプレス技術と機械の
実習
3) 大学全体で使用する教材のデザイ
ンと編集

○ x x 1 フィルム等の画像の色の濃淡を計測する機器で、標準色見本等による色の精度確保に必要
だが、編集デザイン関連機材は教育効果が低いため、本計画からは除外する。

* コース略称: **既存機材の現状評価 ***計画機材のカテゴリー
MT: 機械技術学部 A: 旧式だが使用可能 A: 妥当性があり、かつ優先度が高い機材
CT: 綿技術・機械学部 B: 使用可能だが2-3年以内に更新必要 B: 妥当性はあるが、他と比較して優先度が低い機材
LI: 軽工業学部 C: 使用不可能、早急に更新必要 C: 妥当性がなく、優先度が極めて低い機材（本計画より除外する）
EECT: 工業経済・化学技術学部
TC: テストセンター
EO: 編集デザイン室
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(2) 絹繰糸・織物技術用機材 

 

標準的な絹繰糸と織物生産工程は、図 3-1 のように生糸生産工程（上段）、及び織物

生産工程と練染仕上工程（下段）に分れる。 

 

図 3-1 絹繰糸・織物生産工程 

 

1) 生糸生産（絹繰糸）工程 

 

大学には 1974 年に納入された日本製の小型煮繭機がある。整備状態は良好で、主

力機として現在も稼働しており、技術レベルは標準をクリアーしていると判断される。

繰糸工程は古い機械が多く、下表のように普通繰糸機（旧式）、多条繰糸機（半自動

式）が主体となっている。 

 

表 3-4 既存の繰糸機 

現在、ウズベキスタン国内の製糸工場 3 工場に自動繰糸機が設置され、選別した繭

A B C D

全自動式 自動式 半自動式 旧式

大学の既
存機

無し
無し

（今回１台計画）
1 台

1974年製*

3 台
1932年製#
1954年製#
1962年製*

原料（繭）
の品質

最良 良 普通 劣

民間工場
での導入
状況

無し ３ヶ所 ５ヶ所 多数

# : 休止 * : 稼働

→ → → → → →乾燥繭 選繭 煮繭 繰糸 揚返し 生糸認証試験 生糸出荷（輸出）

合撚糸(ﾁｰｽﾞ巻) → 撚ｾｯﾄ → ｺｰﾝ巻 → 部分整経 → レピヤ製織（内需）
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を原料に運転されている。大学の機材は老朽化が進んでいるため、産業界のレベルに

は到達できない。本計画では半自動式の多条繰糸機より 1 段上の自動繰糸機を大学に

導入し、繭の品質区分による仕掛けを実施し、品質のよい生糸を生産する。この自動

繰糸機は自動機能を充分に持ちながら低品質の繭にも対応できる機種である。 

ウズベキスタンで生産されている内需用の絹織物は、生糸に撚を掛け、付加価値を

つけたものが多い。このため、同国で一般的な絹織物の前工程では、繰糸枠よりのチ

ーズ巻取機及び撚掛け合撚糸機と撚をスチーム・セットする丸形真空セット機を設置

する必要がある。この工程は絹産業界より技術実習や学習の要望が強く、教育効果は

高い。 

 

2) 織物生産工程・練染仕上工程 

 

大学では染色仕上加工用の機材は保有していない。糸染、反染および練染仕上工程

は、工程全体を大学に設備する必要性はないので、これまでどおり原則的に外部の協

力工場に委託して学生実習を行うものとし、本計画では主に綿及び絹の織布工程で老

朽化した実習設備の更新を行うこととする。現在、大学の織布工程に設置してある機

械は下表の通りである。 

 

表 3-5 既存の織機 

 

要請機材は自動コーン巻取機、部分整経機、ドビー付レピア織機、ジャカード付レ

型
一般機種 ドビー付 ジャカード付 計

シャトル式 2台1960年製○
6台1960年製○
2台1960年製×

1台1965年製×
1台1970年製○

12

プロジェクタイル式 2台1975年製○ 無し 無し 2

レピア式 2台1960年製○
無し

（今回１台計画）
無し

（今回１台計画）
2

既存機合計 6台 8台 2台 16台

○：稼働 ×：休止
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ピア織機である。これらは付加価値の高い撚掛絹織物を主体とする仕掛けに用いられ

る機材である。ウズベキスタンでは伝統的なカスリ織物であるアトラスや、クレープ

デシン、クレープジョーゼット、クレープシフォン等の織物による民族的な絹衣料の

消費が盛んで、大学では製品付加価値向上のための経糸（綿糸）、緯糸（絹カスリ

糸）の交織の研究もされている。こうした織物の加工技術は大学教育に必須である。

なお、古い既存機材は付加価値の比較的低い綿織物の生産実習に利用される予定であ

る。 

自動コーン巻取機、部分整経機、ドビー付レピア織機はそれぞれ新旧型機の技術的

な差異が歴然としており、教育効果は大きい。計画されている機械は新型機であり高

速となるため、安全な品種の仕掛けが重要あるが、撚掛けの絹フィラメント糸は高速

になじみ易いため問題は少なくなる。 

 

3-2-2-2 綿加工技術用機材 

 

(1) 測定器の要請内容 

 

大学では綿紡績実習室、製織実習室、染色仕上実習室、綿繊維実習室、繊維材料技術

実習室に各種測定器が置かれている。大学側から要請のあった測定器は、殆どが現在大

学に設備されていないが教育上必須の基本的な機種で、数点は老朽化等により更新の必

要な機材である。大学からベルギー、ギリシャ等の繊維関連高等教育機関へ派遣された

研修生が、品質管理に重点を置く実験手法を学んだ結果選定された機材であり、それぞ

れ妥当性のあるものである。要請された機材を大別すると次のようである。 

 

① 衣料の基本特性に関する試験器 

- 引裂強力試験器 

- フェードメーター 

- 織物引張試験器 

- 織物摩耗試験器 

- 洗濯堅ろう度試験器 

- 摩擦堅ろう度試験器 



3 - 23  

- 汗堅ろう度試験器 

 

② 着心地、快適性に関する試験器 

- 通気度試験器 

- 保温性試験器 

- 摩擦電圧測定器 

 

③ 機能特性に関する試験器 

- 耐水度試験器 

- 燃焼性試験器 

 

④ 色、風合、外観など官能特性に関する試験器 

- 測色・染色実習装置 

- 染色試験器 

- ピリング試験器 

- 防しわ度試験器 

- 糸歪み試験器 

- KES型風合試験器 

 

⑤ 製造、実験の工程管理、品質管理に関する試験器 

- ポータブルイブネステスタ 

- 光学式毛羽測定器 

- 短繊維強伸度測定器 

- 糸引張試験器 

- 糸張力計 

- 高速回転計 

- スレッドピッキングメータ 

- 温湿度計 

- 高拡大顕微鏡 

- ポータブル織物用天秤 

- 回転式粘度計 

- 硬度計 

 

⑥ その他 

- 温調機 
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(2) 測定器の選定 

 

要請された測定器は綿紡績実習室と染色仕上実習室に配置される機材である。綿紡績

実習室には基本的な機器が設置されており、製造年は古いものの稼働している。この実

習室用にはポータブルイブネステスタ、光学式毛羽測定器、短繊維強伸度測定器が要請

された。いずれも基本的な測定器であるが、このうちポータブルイブネステスタは測定

精度が低く、かつ既存の糸むら試験器が充分使用可能であるため計画から除外すること

とした。 

染色仕上実習室で稼働している測定器は数点のみで、製造後 30-40 年を経た旧型器で

ある。ウズベキスタンでは繊維製品の染色仕上加工は主に大規模一貫工場（繊維コンビ

ナート）で行われている。このため、大学の実習教育は近隣の工場設備を借用して行わ

れてきた。これは、旧ソ連時代からの綿、絹の生産、原料輸出主体の政策がとられてき

たことがその一因である。しかし、昨今のウズベキスタン政府による政策は、国内産業

の振興をはかるため国産資源の国内での加工率と付加価値向上に主眼を置いている。国

内の他の大学同様、タシケント繊維軽工業大学に対しても製造業部門の川下に重点を置

いた技術教育を推進することが求められているのが現状で、このためこれまであまり重

点的に整備されてこなかった染色仕上部門の測定器の整備は緊急に行われる必要がある。

従って、染色仕上実習室用に要請された機材は教育用として概ね妥当なものである。た

だし、KES 型風合試験器に関しては、先進工業国では普及した技術ではあるが、教育機

関に必須のものとは言えず、またウズベキスタンには１台も導入されていない機材であ

ることから維持管理上の困難を伴うことが想定されるため計画から除外した。 

 

3-2-2-3 ニット・縫製加工技術用機材 

 

(1) 生産実習機材 

 

大学の機械技術学部では、紡績工程の生産実習で製造された糸や市販の糸を利用して、
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編組（ニッティング）の生産実習を行っている。ここで生産されるニット生地や、織布

工程の生産実習で製造される織生地を使用して、縫製加工実習が行われている。編組・

縫製の一貫生産実習では、同国の市場でも需要の大きい靴下、肌着等の製品を対象とし

た教育が行われている。 

 

ソックス製造工程の生産実習機材の内、既存の靴下編機は古く、成型も単純で品質は

良くない。国内の生産工場では既に自動編機が導入されているので、これと同じレベル

の実習を行うことを計画する。既存のつま先加工用オーバーロック機は古く、靴下のつ

ま先のオーバーロックの形状のゴロツキが大きい。市販品の加工技術と大きな差がある

ので、教育効果に配慮し産業界と同じレベルのものを必要とする。靴下成型プレス機に

関しては、大学では国産の絹を利用した靴下の生産実習を計画しており、この場合成型

プレスの設置は必要条件となる。なお、靴下丸編機は大学側より２台（ドビー付、ジャ

カード付、各１台）の要請があったが、大学教育において新しい技術と機械の機構・機

能を学習するに当たっては基本機としてドビー付１台があれば充分であり、後１台は計

画から除外する。 

 

表 3-6 ニット（丸編）・靴下編機－既存機種の状況 

 現存機種 新設計画機種 
 年 台 運転 

シングルニット丸編機 
4台 

1961 
1962 
1964 
1979 

1 
1 
1 
1 

○ 
○ 
○ 
○ 

1台 
高速自動丸編機 
口径 30 ｲﾝﾁ 28 ｹﾞｰｼﾞ 

靴下丸編機 9台 

1963 
1971 
1978 
1986 

3 
2 
3 
1 

○○○ 
×○ 
○○○ 
○ 

1台 
パターンプログラム付 
靴下編機 

 

肌着製造工程では、既存の丸編機は 1960-70 年代の旧ソ連製で、柄出し、カム等の磨

耗もあり欠点の発生も多い。国内の生産工場に新しい機械の導入が進んでいるため、教

育効果に配慮して同じレベルの機械の設置が必要である。メリヤス肌着・カット縫製の
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オーバーロック機も、ニット生地の品質向上に伴い袖付、袖下縫い、裾縫いや靴下つま

先縫いに対応できる機種を計画する。 

 

(2) 縫製デザイン実習機材 

 

縫製分野の実習機材は、ボタン穴かがり機が古く、手動式で、素材によっては充分に

機能していない。国内のアパレル工場では織生地、ニット生地にも対応する自動ミシン

が導入されており、産業界のレベルを考慮した実習を行う必要がある。自動刺繍機は、

ウズベキスタンの伝統的な刺繍製品を機械生産する工場が増えてきているため、大学で

も同種の機材を導入して機械刺繍の研究、実習を行う。プリーツ加工機は、伝統的な撚

掛絹織物を中心に合繊織物に対する付加価値をつけるのに用いられる。大学では伝統絹

織物に対するプリーツ加工の学生研究が盛んになっており、使用頻度も高いため、バッ

チ式仕様の比較的簡易な機材を計画に含める。なお、自動刺繍機に関しては大学側より

４頭式と１頭式の２台の要請があったが、新しい技術と生産機械の機構・機能の学習上

は１台あれば充分であり、４頭型のものを１台のみ計画する。 

 

一方、大学では衣料や履物のデザイン研究を中心として、美術の学習やファッション

の学習、その一環としての学生の自作服によるファッションショー等の活動が活発であ

る。ウズベキスタン国内のアパレル工場では既に生産技術向上のためパターン設計やグ

レーディング用の CADが導入されており、意匠デザインと生産技術の関連性についての

学生の学習意欲は非常に強い。産業界からの要望に対応可能な能力を身につけた人材を

育成するため、アパレル用の CAD 及び皮革加工用の CAD をそれぞれ１台計画する。な

お、これらはあくまでも教育用の機材であるため、機材はデザイン学習の範囲にとどめ、

プロッターによる型紙出力までを計画の対象とし、産業界で使用される原料裁断加工工

程用機材は対象外とする。また、デザイン入力用のデジタイザー及び出力用のプロッタ

ーはアパレル用 CAD、皮革加工用 CADで共用できるものを各１台計画する。 
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3-2-2-4 教育用コンピュータ・視聴覚機器 

 

(1) コンピュータ整備計画 

 

現在、大学のコンピュータ・センターと呼ばれる教室５室には 98台のコンピュータが

配置され、主に学士コース及び修士コース学生のコンピュータ・コース実習、演習、専

門科目実習、研究プロジェクト、卒業論文等に使用されている。センターの機材を管

理・運営しているのは工業教育学部の情報科学科で、助教授５人、講師３人が直接担当

している。 

実習・研究内容はコンピュータ原理、コンピュータ言語等の情報科学の他に、繊維工

学の各専門分野における機械原理、機械設計、機械製図、測定技術、生産管理、品質管

理、情報管理、経営管理、CAD 実習、自動制御等多岐にわたり、使用される教育用ソフ

トウェアには以下のものが含まれる。 

- 開発用言語 

- 図形ソフトウェア（２次元，３次元 CAD） 

- データベース管理用ソフトウェア 

- 科学技術計算ソフトウェア 

 

また、1998 年に分離した２つの分校、アンディジャン校（現、アンディジャン工業経

済大学）、ナマンガン校（現、ナマンガン産業技術大学）の学生もこのコンピュータ・

センターでコンピュータ実習の授業を受けている。このため、同センターのコンピュー

タの使用頻度は極めて高い。 

 

他方 98 台のコンピュータの内 1996 年以降に購入したペンティアム型機は 25 台、こ

れ以外は 1989年から 1995年までに調達した旧式機である。また、25台のペンティアム

型機の内、上記の教育用ソフトウェアを使用できる容量を有するのは 6 台のみで、これ

以下の能力しかない残り 19 台では多大な処理時間を要するため現実的ではなく、授業に

際し困難を伴っているのが現状である。ペンティアム型機以外の 73 台は既に先進工業国

のみならず途上国の一部でもみられることのなくなった古い機種で、主として簡単な文
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章作成、表作成等に使用されているが、明らかに旧式化・陳腐化している。このため、

大学側では情報機器の集中管理、周辺機器の共用等の利便性からテストセンターの３教

室にそれぞれ各 20 台のコンピュータを整備する計画を立て、合計 60 台のコンピュータ

と周辺機器を要請してきた。 

現在大学では５教室にコンピュータを分散配置しているが、前述のとおり旧式化・陳

腐化により十分な教育を行うことはできない状況にある。大学の授業の内、第１学年の

授業と第２学年の一部の授業は内容的に既存のペンティアム型機及び 486 型機のうち比

較的新しいモデルで対応可能であるが、第３学年以降大学院課程の学生の教育・研究及

び教員用には、クロック 400MHz 以上、メモリー64MB 以上の能力は欠かせない。この

ため、以下のような考えで機材計画を策定した（表 3-7参照）。 

既存のペンティアム型機 25台（5台は予備として使用）を一つの教室(Lab.4)に配置し、

また旧式機種のうち 486型機 27台（7台は予備として使用）をもう一つの教室(Lab.5)に

配置、これら２教室では既存機材を活用して第１、２学年の授業を行うこととする。ま

た、残りの３教室に関しては今回計画する新規のコンピュータを各 20 台設置する。３教

室の内１教室(Lab.1)に関しては、学部の第３、４学年の専門課程、及び大学院生、教員

が優先的に使用できるアドバンス・クラスとして計画内容を区別する。他の２教室

(Lab.2, 3)は同様に学部の第３、４学年、大学院生、及び教員が優先的に使用できるもの

の、第１、２学年も必要に応じこれを利用できる体制とし、現行のコンピュータ・セン

ター５教室体制を維持する。 

表 3-7  コンピュータ配置計画 

Lab. 1 Lab. 2 Lab. 3 Lab. 4 Lab. 5

機材タイプ 新規/ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽ 新規 新規 既存 既存

機種(CPU) Pentium III Pentium III Pentium III Pentium 486

台数 20 20 20 20+5 20+7

ユーザー（1-2年生） ○ ○ ○ ○

ユーザー（3-4年生） ○ ○ ○

ユーザー（大学院生） ○ ○ ○

ユーザー（教員） ○

ユーザー（一般共用） ○ ○ ○ ○
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なお、新規のコンピュータ全てに同じ附属品等を付ける必要はなく、またソフトウェ

アや周辺機器も最小限の数量を整備し共用することが望ましい。以上の考えから、各室

20台のコンピュータは閉鎖型の LANを組み、１台のサーバと 19台のクライエントとし、

これを３教室分整備する。また、要請された周辺機器のうちプロッタはアドバンスクラ

スにのみ１台計画する。ソフトウェアについては、原則として基本オペレーティング・

システムのみを計画対象とし、各種工学教育用アプリケーション・ソフトは大学側が既

存のものを活用するか独自に手配することとする。 

 

(2) 視聴覚教育機器整備計画 

 

大学では視聴覚機器を以下のように利用して授業を行っている。 

 

- 国内の J/V 等先進工場の生産現場を撮影し、生産技術、生産管理、品質管理、生

産機械等の繊維工学教育に使用する。 

- 海外企業から提供される生産機械・技術等のビデオテープを教育用に編集して使

用する。 

- 大学での授業内容を撮影・編集し、大学内、及び姉妹校での教育に使用する。 

 

視聴覚機器を利用した授業時間数は現行で１週間当たり 28-30 時間程度で、使用頻度

は比較的高い。既存の機材はアナログ式のビデオカメラ２台とビデオレコーダ (VHS)４

台、及びモニター(20-25 インチ) ４台からなるが、これらの機材はいずれも調達後８年

を経過し通常の償却年数を終えており、技術的にも旧式化しているため、その更新が緊

急の課題となっている。カメラの性能が悪いため、一般に照明が十分ではない繊維工場

内で生産機械を撮影しても鮮明な画像が得られないため高い教育効果が望めない。編集

機がないため映像の構成は初歩的なものとならざるを得ず、学生の学習意欲を引き出せ

るような教育効果が望めない。また、既存のモニターが小さいため教室の後方に着席す

る学生には画面が明瞭に見えないという問題がある。 
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大学としてはこれまで制作した映像の不明瞭なビデオ教材 282 本を作り直すとともに、

本プロジェクトで整備される新たな機材を活用し 40 本程度の教材を順次追加制作する計

画である。更に、近年設立された J/V 企業の最新の生産機械・技術を教材ライブラリー

に加えたい考えを有している。特に、単に生産現場の映像を学生に紹介するだけではな

く、生産工程における問題点とその解決方法を映像を通して学生に考えさせる授業方法

は、ウズベキスタンでは高く評価されており、大学側もこの考えに沿って視聴覚機材を

活用し教育効果を高めようと計画している。このように、タシケント繊維軽工業大学で

は視聴覚教室の利用頻度が高いこと、また既存の機材が一応使用できるとはいえ上記の

とおり多くの問題を抱えており、充分な教育効果を発揮していないこと、更に本プロジ

ェクトによる機材整備がなされる 2002 年度までにはこれら機材の老朽化が一段と進み、

更新された他の実習機材を利用した教材の制作に当たっても明瞭な映像を作り出せない

ことからその教育効果が十分に発揮できない可能性があるため、視聴覚教育機器一式を

緊急に整備する必要がある。このため、下記の構成による視聴覚機材一式を計画に含め

ることは妥当であると判断される。なお、編集機はこれまで大学になかった機材である

ため、大学のビデオ教材制作スタッフが容易に操作に習熟できる機材を計画した。 

 

- デジタルビデオカメラ １台 

- VTR １台 

- 編集機 １台 

- 液晶プロジェクタ １台 

- スクリーン １台 

- アンプ・スピーカ １組 

 

 

3-2-3 基本設計図 

 

以上で検討した計画機材の内、主要なものは表 3-8のとおりである。 



コード 機材名 数量 主な仕様・構成

1-1-1 セリプレン巻取機 1
黒板定長定間隔生糸巻取装置、ﾎﾞﾋﾞﾝ一斉ﾓｰﾀｰ駆動、黒板、黒
板運搬車。

1-1-2 セリプレン糸斑検査照明装置 1
規定蛍光照明検査装置、ｾﾘﾌﾟﾚﾝ固定装置、反射板装置、垂直ﾗﾝ
ﾌﾟｽﾀﾝﾄﾞ。

1-1-3 セリプレン糸斑標準写真装置 1 輸出生糸品質標準写真、糸斑写真、大中節写真、小節写真。

1-1-4 定長検尺器 1 生糸定長巻取装置、巻数選択可能、ﾓｰﾀｰ駆動。

1
生糸繊度計量測定機、ﾃﾞﾆｰﾙ検位衡、電子ﾃﾞﾆｰﾙ計測器、最高ﾃﾞ
ﾆｰﾙ測定1200d以下、精度：0.1d程度。

1 電子式重量計、最高測定重量：約6kg、測定間隔精度：1g。

1-1-6 強伸度測定器 1
生糸強伸度測定機、自動記録装置、下降速度：15cm/min程度、
測定能力：25kg程度。

1-1-7 ボビン巻取機 1 10ﾎﾞﾋﾞﾝ一斉駆動、可変巻取式、自動停止装置付、ﾓｰﾀｰ駆動。

1-1-8 水分検査機 1
生糸水分計量測定、熱源：電熱ﾋｰﾀｰ、容量：1kg程度、精度：
50mg程度。

1-1-9 再繰巻取機 1
揚返しｶｾ→ﾎﾞﾋﾞﾝ巻取、巻取速度：可変、ﾎﾞﾋﾞﾝ一斉仕掛：10ﾎﾞ
ﾋﾞﾝ以内、ﾓｰﾀｰ駆動。

1-1-10 デュプラン抱合検査機 1
引張重量：200g以内、摩擦往復：Max.130回/分、上摩擦板重
量：300g程度、摩擦ﾅｲﾌ。

1-1-11 ケット式デニール検査機 1
生糸簡易水分測定機、熱源：赤外線ﾗﾝﾌﾟ、ｻﾝﾌﾟﾙ重量：50g以
内、ｻﾝﾌﾟﾙﾄﾚｲ。

1-1-12
検撚機
(生糸用１，綿用１）

2 解撚可撚方式、試料長：50cm以内、出力ﾃﾞｰﾀﾌﾟﾘﾝﾀ。

1-1-13 水分測定装置 1
赤外線ﾋｰﾀｰ加熱、ﾃﾞｰﾀｰﾌﾟﾘﾝﾄ処理、測定：自動、ﾀｲﾏｰ、手動可
能。

1-2-1 合撚糸機 1
ｽﾋﾟﾝﾄﾞﾙ数：32錘以内、ｽﾋﾟﾝﾄﾞﾙﾋﾟｯﾁ：200-240mm程度、回転
数：9000rpm以内、合糸：6本以上。

1-2-2 丸型真空セット機 1
丸型真空撚ｾｯﾄ方式、自動制御方式、能力：100kg/回以内、真
空ﾎﾟﾝﾌﾟ、温度調節記録装置。

1-2-3 部分整経機 1
ｸﾘｰﾙ付、整経働幅：2200mm程度、整経ﾄﾞﾗﾑ周：5000mm、整経速
度：max. 800m/min、ｸﾘｰﾙ：ｺｰﾝｸﾘｰﾙ方式。

1-2-4 絹繰糸機 1
糸緒数：20緒（単列）または30緒（双列）、索緒ﾌﾟﾗﾝ付、繭供
給装置付、落繭分離集約装置付、ﾃﾞﾆｰﾙ探知、指示装置付。

1-2-5 レピア織機（絹用） 2
全自動高速ﾚﾋﾟﾔﾀｲﾌﾟ、ﾄﾞﾋﾞｰ付１台、ｼﾞｬｶﾞｰﾄﾞ付１台、ﾘｰﾄﾞ
幅：1900mm、最高色糸使い：ﾄﾞﾋﾞｰ6色、ｼﾞｬｶﾞｰﾄﾞ8色、経糸ﾃﾝ
ｼｮﾝ制御。

表3-8　主要計画機材の概要

デニール測定器(重量計付）1-1-5
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コード 機材名 数量 主な仕様・構成

1-2-6 自動コーン巻取機 1
自動ｺｰﾝ巻取ﾀｲﾌﾟ、巻取ﾄﾞﾗﾑ：5程度、巻取速度：400-800m/min
（可変式）。

1-2-7 組紐機 1
スピンドル数：36本以内、丸、平組紐両用ﾀｲﾌﾟ、準備機、糸ｽﾀ
ﾝﾄﾞ。

2-1-2 光学式毛羽測定器 1
光学式、測定範囲：0～20㎜、毛羽長測定精度：1/100㎜、毛羽
長、毛羽度の測定。ﾌﾟﾘﾝﾀ他必要付属装置。

2-1-3 短繊維強伸度測定器 1
試料長：25～50㎜、測定範囲：強力0～100cN、伸度Max.
100%、ｸﾗﾝﾌﾟ：自動電磁ｸﾗﾝﾌﾟ又は手動ｸﾗﾝﾌﾟ、測定精度：強度
±0.5%、伸度±0.1%、ﾃﾞｰﾀ処理装置付。

2-2-1 測色・染色実習装置 1
繊維製品無地染め用、構成：分光光度計・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・ﾌﾟﾘﾝﾀ、自
動染料母液作成ｼｽﾃﾑ、天秤付、容量式自動調液装置、原液
数:40本程度、付属品。

2-2-2 引裂強力試験器 1
ｴﾚﾒﾝﾄﾞﾙﾌﾀｲﾌﾟ、測定範囲(３段目盛)：0～1600g/0～3200g/0～
6400g、最小読みとり:20/40/80g。

2-2-3 フェードメータ 1
光源:ｷｾﾉﾝﾗﾝﾌﾟ、温湿度調節範囲-照射時:60～80℃±3℃、35～
60±5%RH程度-暗黒時:30～50℃±3℃、90～95±5%RH程度、試
験項目:照射/暗黒、純水装置。

2-2-4 染色試験器 1
染色温度:Max 140℃、ﾎﾟｯﾄｻｲｽﾞ：400㏄前後、ﾎﾟｯﾄ数：8～16
個、加熱方法：電熱ﾋｰﾀｰ。

2-2-5 織物引張試験機 1
荷重重量範囲:5ｇ～100㎏、ﾛｰﾄﾞｾﾙ：5、20、50、100㎏、荷重
指示精度：指示荷重の±１%以内、ﾚｺｰﾀﾞ付。

2-2-6 織物摩耗試験器 1 ﾏｰﾁﾝﾃﾞｰﾙﾀｲﾌﾟ、試料数1～6、摩擦荷重:9kPa程度。

2-2-7 ピリング試験器 1 ICI型、試験箱掛数:１列３個、安全ｶﾊﾞｰ付。

2-2-8 防皺度試験器 1 ﾓﾝｻﾝﾄ型、１連式。重り：500g程度。

2-2-9 糸歪み試験器 1
ｺﾞﾑﾄﾞﾗﾑ寸法:上部(約20φ×L25㎜)、下部(約20φ×L50㎜)、ｺﾞ
ﾑﾄﾞﾗﾑ硬度:60±5度、接圧荷重:500～2500g。

2-2-10 通気度試験器 1
ﾌﾗｼﾞｰﾙ型標準仕様、測定可能範囲:0.5～390cc/cm2/sec、通気
口面積:40cm2程度、ﾉｽﾞﾙ径:9種類。

2-2-11 耐水度試験器 1 ｼｮｯﾊﾟｰ型、最大水柱目盛:1600㎜、試料サイズ：15～20cm2。

2-2-12 燃焼性試験器 1
45度ﾐｸﾛ･ﾒｯｹﾙ法、点火方式:自動点火方式、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ表示、ﾊﾞｰﾅｰ
の種類:ﾐｸﾛ、ﾒｯｹﾙ、溶融ﾊﾞｰﾅｰ。

2-2-13 洗濯堅牢度試験器 1
熱源: 電気、温度調節装置付、試験ﾎﾟｯﾄ数：16～18、ﾎﾟｯﾄ容
量：500cc程度。

2-2-14 摩擦堅牢度試験器 1
学振型、試料掛数:6本以内、摩擦子形状: 標準型、試験荷重:
200g(標準)。

2-2-15 汗堅牢度試験器 1
おもり加圧方式、圧力:2、3、4、4.5～4.6、5.1㎏、段階的に
着脱可能、試験片保持板:硬質ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ、材質:ｽﾃﾝﾚｽ。

2-2-17 保温性試験器 1
恒温法、ASTM型、熱源ﾋｰﾀ:ｽﾍﾟｰｽﾋｰﾀ、熱源温度調節:ｻｰﾐｽﾀON-
OFF制御、測定ﾀｲﾏ:ﾃﾞｼﾞﾀﾙ秒測計、防風ﾌｰﾄﾞ: 透明ｱｸﾘﾙ。
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コード 機材名 数量 主な仕様・構成

2-2-18 糸引張試験器 1
最大強力：2㎏/5㎏、測定精度：1g/5g。伸度：Max.50%、測定
精度：0.1%。ﾌﾟﾘﾝﾀ、ﾚｺｰﾀﾞ付。

2-2-19 糸張力計 1 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ表示、測定範囲:0～300ｇ。

2-2-20 高速回転計 1 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ表示、測定範囲:0～15000rpm。

2-2-21 温湿度計 1
ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙﾀｲﾌﾟ、測定範囲（温度:-10～70℃、湿度:20～
95%RH）。

2-2-22 ｽﾚｯﾄﾞﾋﾟｯｷﾝｸﾞﾒｰﾀ 4 ３折分解鏡および２インチ織物分解鏡。

2-2-23 高拡大顕微鏡 1
顕微鏡倍率：25～400程度、ﾓﾆﾀ、ﾌﾟﾘﾝﾀ。ﾐｸﾛﾄｰﾑ：試料断面の
厚さ：0.5～25μm、試料作成用具、包埋材。

2-2-24 摩擦電圧測定器 1
ﾛｰﾀﾘｰ型、標準仕様、測定範囲：0～10,000V程度、ｵｼﾛｽｺｰﾌﾟ、
ﾌﾟﾘﾝﾀ付。

2-2-25 ポータブル織物用天秤 1
直読式天秤：ｻﾝﾌﾟﾙｶｯﾀｰ付、最大秤量：400ｇ程度、最小読取：
0.001ｇ。

2-2-26 回転式粘度計 1
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ表示、測定範囲（単位：mpa.S）：30～24,000,000、測
定精度：ﾌﾙｽｹｰﾙの±2%以内。

2-2-27 硬度計 1 ﾎﾞｰﾙﾀｲﾌﾟ、測定範囲：0～100度。

2-2-28 温調器 2式
繊維製品試験室及び測色染色実験室用。室内温度：20～25℃
（外気環境：夏季　40℃、冬季 -2℃）。

3-1-1 ボタン穴カガリミシン 1
最高縫速度：3600rpm以内、穴ｶｶﾞﾘﾒｽｻｲｽﾞ：32mm以内、布送
り：間欠送り。

3-1-2 自動刺繍機 1
４頭式、刺繍範囲：450x500mm程度、ミシン速度：200～
1000rpm。

3-1-3 自動プリーツ付機 1
絹、合繊織物用、加工働幅：1600mm程度、熱源：電気ﾋｰﾀ、ｺﾝ
ﾌﾟﾚｯｻ、真空ﾎﾟﾝﾌﾟ。

3-1-4 ＣＡＤデザインシステム 2
ｱﾊﾟﾚﾙ、靴ﾃﾞｻﾞｲﾝ用CAD。入力装置（共用）：ﾃﾞｼﾞﾀｲｻﾞ(A0)、処
理装置：ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ、出力装置（共用）：ﾌﾟﾛｯﾀ(A2)、靴用2Ｄ入
力ｼｽﾃﾑ。

3-1-5 靴下丸編機 1
標準釜径：3-3/4"または4"、標準針数：140N程度、標準ｹﾞｰ
ｼﾞ：24ｹﾞｰｼﾞ、ﾊﾟﾀｰﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ。

1 ﾒﾘﾔｽ肌着ｵｰﾊﾞﾛｯｸﾐｼﾝ、１針ｵｰﾊﾞﾛｯｸ、裾引、袖口縫。

1
ﾒﾘﾔｽ肌着ｵｰﾊﾞﾛｯｸﾐｼﾝ、2針ｵｰﾊﾞﾛｯｸ、袖付縫、袖下縫、肩合せ
縫。

1 靴下爪先縫ｵｰﾊﾞﾛｯｸﾐｼﾝ、2針ｵｰﾊﾞﾛｯｸ。

3-1-7 丸編み機 1
釜径：30"、給糸数：90本程度、ｹﾞｰｼﾞ：28ｹﾞｰｼﾞ、針数：2700
以内、ｸﾘｰﾙ付。

3-1-6 オーバロックミシン
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コード 機材名 数量 主な仕様・構成

3-1-8 靴下成型プレス機 1 全自動運転ﾛｰﾀﾘｰ式、生産能力：400デカ（８時間当り）程度。

57
CPU(Celeron以上）、ﾒﾓﾘ(64MB)、HDD(10GB)、OS(ｸﾗｲｱﾝ
ﾄ):Windows98、Network対応:Ethernet、FDD、CD-ROM、ﾓﾆﾀｰﾃﾞｨ
ｽﾌﾟﾚｲ付。

3
CPU(PII以上)、ﾒﾓﾘ(128MB)、HDD(40GB)、OS(ｻｰ
ﾊﾞｰ):Windows2000、Network対応:Ethernet with Switching
hub、I/F:SCSI、FDD,CD-R/W、ﾓﾆﾀｰﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ付。UPS付。

4-1-2 モノクロプリンタ 1
Network対応（I/F:IEEE1284またはEthernet）、単色、対応紙ｻ
ｲｽﾞ：A3～A4、解像度(dpi):600dpi以上。

4-1-3 フラットベッドスキャナ 3
Network対応（I/F:SCSI）、単色以上、対応紙ｻｲｽﾞ：A3～A4、
解像度(dpi):1200dpi程度。

4-1-4 プロッタ 1
Network対応（I/F:IEEE1284またはRS232C）、単色以上、対応
紙ｻｲｽﾞ：Min.A2、解像度(dpi):300～400dpi。

4-1-5 複写機 3 対応紙ｻｲｽﾞ：A3、型式：ｺﾝﾊﾟｸﾄ、給紙:手差し、ｶｾｯﾄ。

4-1-7 視聴覚教育機器 1式
ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ､VTR、ﾋﾞﾃﾞｵ編集機、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ、ｽｸﾘｰﾝ、ｱﾝﾌﾟ、
ｽﾋﾟｰｶ。

4-1-1 パーソナルコンピュータ
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 大学全体の敷地図は図 3-2(1)のとおりである。また、計画機材の配置場所は図 3-2(2)～(10)

のとおりである。実験室と教室との位置関係、設備状況、他の既存機材との連携、スペース

等を勘案し、計画機材の配置予定場所は下記の８ヶ所とする。 

 

3階 コンピュータ（テストセンター） 第１号館（本部棟） 

3階 視聴覚教育機器 

1階 織布加工機材（製織ラボ） 

1階 シルク加工機材（シルク・ラボ） 

第２号館 

3階 繊維・糸・布試験機器（大講堂、小部屋） 

第３号館 2階 染色試験機器 

第４号館 4階 縫製加工機材 

第６号館 1階 ニット加工機材 

 

機材配置場所に関しては、本計画で整備される機材をより良い環境の整った場所に極

力集中して設置し、機材の保守管理が容易になるよう配慮した。 
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3-2-4 施工計画／調達計画 

 

3-2-4-1 施工方針／調達方針 

 

本計画は、ウズベキスタン高中等専門教育省の監督下にあるタシケント繊維軽工業大

学に対して日本国政府の無償資金協力により機材を整備するものである。本計画の実施

機関であるタシケント繊維軽工業大学は日本国のコンサルタントと契約し、実施設計、

入札図書の作成と配布、入札審査、調達監理、据付工事の施工監理の際の技術的補助を

受ける。また、同実施機関は上記入札において決定した日本国の機材供給業者と契約し、

同機材供給業者は機材調達、製作、輸送、据付を行い、更に運転・保守の指導を行う。

据付においては、開梱から機材の設置までは技術者の指導のもとで現地労働力を使って

行うものとし、その後の配線、小部品の取り付け・組み込み、試運転、調整等は技術者

自身が行う。機材によってはコンピューター技術者等、適宜現地技術者の活用が可能で

ある。施工にあたっての実施体制は図 3-3 の通りである。 

図 3-3 実施体制 

高中等専門教育省

タシケント繊維軽工業大学

対外経済関係省 日本国政府/JICA

コンサルタント

機材供給業者

　　施工業者要員
　　　・日本人技術者
　　　・現地労働者

（機材供給・据付）

（施工監理）
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3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

 

 タシケント繊維軽工業大学での教育は３学期制で行われる。第１学期は 9月-12月（17

週）、第２学期は 1 月-3 月（12 週）、第３学期は 4 月-7 月（15 週）で、各学期間には

試験休み等がある。計画機材の据付、試運転、調整等の現場作業に当たっては、あらか

じめ大学の担当者と作業予定を協議し、大学の実習教育や研究等に影響を及ぼさぬよう

配慮する必要がある。 

 

3-2-4-3 施工区分／調達据付区分 

 

本プロジェクト実施にかかる日本側及びウズベキスタン側それぞれの担当する作業区分

は以下のとおりである。 

 

日本国側 

① 計画機材の調達及びプロジェクトサイトへの輸送、搬入、据付工事 

② 計画機材のための二次側電気配線 

③ 試運転調整、運転・保守の指導 

④ 実施設計、入札図書作成、入札及び施工監理にかかるコンサルティング業務 

 

ウズベキスタン国側 

① 建物改修工事（内装、床、天井、間仕切等） 

② 電気設備工事（受配電、照明等） 

③ 給排水工事 

④ 換気・空調工事 

⑤ 通信設備工事 

⑥ 什器・備品類調達 

⑦ 試薬品・消耗品類調達 
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3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

 

日本国政府無償資金協力の方針及びコンサルタント契約に基づき、基本設計の主旨を

踏まえ、コンサルタントは実施設計及び施工監理業務を行い、ウズベキスタン国側を技

術的に補佐し、また、日本国内における無償資金協力の手続きを代行し、計画実施業務

の円滑な進行に務め、本計画の目的の達成を計るものとする。そのためにコンサルタン

トは一貫したプロジェクト遂行チームを組み、業務完了まで遅滞なく本計画を遂行させ

なければならない。具体的な実務としては、実施設計段階で計画機材の詳細技術仕様書

の確認、入札図書作成、施主名での入札会の開催等を行い、施工監理段階では機材供給

業者の現地確認・打合せ時と機材製作図の承認時にウズベキスタン側への技術的補助を

行い、また、機材製作における出荷前検査に技術者が立ち会い機材調達を正しく円滑に

進める。現地工事の際には据付工事、引き渡しの際に現地においてスポット監理し、施

工を正しく円滑に進める。 

 

3-2-4-5 資機材等調達計画 

 

(1) 調達方法 

 

計画機材の内、コンピュータ及びその周辺機器等についてはスペアパーツや消耗品

の供給、修理・保守等が重要であり、現地代理店を通じてアフターサービスを受けら

れるものを調達の前提とする。第三国製品の調達を検討すべき機材とその理由は表 3-

9 の通りである。 
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表 3-9 第三国製品調達検討機材 

 

 (2) 輸送方法 

 

機材を日本ないし欧州諸国で調達した場合、ウズベキスタンまでの輸送ルートはロシ

ア・ルート、中国ルート、イラン・ルート、欧州ルート等による海上・陸上の複合輸送

となる。それぞれの輸送事情は以下のとおりである。 

 

1) ロシア・ルート： 

極東の港で陸揚げ→通過貨物保税転送手続き（現地税関で１日程度）→貨物列車

への積替（4-7 日）→シベリア鉄道輸送/カザフ国境着（10 日間）→通過貨物保税転

送手続き→カザフ鉄道輸送/ウズベク国境着（7 日間）→国境では書類審査のみ→タ

機材名 数量 第三国調達理由

部分整経機 1
欧州のメーカーで要求仕様を満たしかつ価格が日本製品と同等
のものを製造できる可能性がある。

短繊維強伸度測定器 1
日本で調達できるが、競争確保上日本で流通している第３国原産
の機種も考慮する必要がある。

フェードメータ 1
日本で調達できるが、競争確保上日本で流通している第３国原産
の機種も考慮する必要がある。

織物引張試験機 1
日本で調達できるが、競争確保上日本で流通している第３国原産
の機種も考慮する必要がある。

織物摩耗試験器 1
日本で調達できるが、競争確保上日本で流通している第３国原産
の機種も考慮する必要がある。

糸引張試験器 1
日本で調達できるが、競争確保上日本で流通している第３国原産
の機種も考慮する必要がある。

高拡大顕微鏡 1
日本で調達できるが、競争確保上日本で流通している第３国原産
の機種も考慮する必要がある。

ＣＡＤデザインシステム 2
日本製品のみではメーカー数が限られるため、欧米メーカーの同
等品で競争を確保する。

丸編み機 1
日本製品のみではメーカー数が限られるため、欧米メーカーの同
等品で競争を確保する。

パーソナルコンピュータ 60
維持管理上現地調達が望ましいが、その場合第３国製品となる可
能性がある。

モノクロプリンタ 3
維持管理上現地調達が望ましいが、その場合第３国製品となる可
能性がある。

フラットベッドスキャナ 3
維持管理上現地調達が望ましいが、その場合第３国製品となる可
能性がある。

プロッタ 1
維持管理上現地調達が望ましいが、その場合第３国製品となる可
能性がある。

複写機 3
維持管理上現地調達が望ましいが、その場合第３国製品となる可
能性がある。

視聴覚教育機器 1式
維持管理上現地調達が望ましいが、その場合第３国製品となる可
能性がある。



3 - 50  

シケント貨物駅で通関（１日）→市内輸送（1-2 日）。横浜-タシケント間輸送期

間：通常 40-45日。 

 

2) 中国ルート： 

中国沿海港で陸揚げ、鉄道輸送する。日本出港よりタシケント着まで 40 日以内

で、ロシアルートより輸送期間は短い。中国/カザフ国境では鉄道軌道幅が異なるた

めコンテナ積替を行う。 

 

3) イラン・ルート： 

バンダルアッバース港で陸揚げ、トレーラーで陸上輸送。輸送期間は最も短いが

リスクが大きい。通常は東南アジアの工場で出荷された製品の輸送に使用されるル

ートである。 

 

4) 欧州貨物ルート： 

欧州各国の製品が少量づつ多国間にまたがるときは、ドイツのハンブルク港に一

旦集荷し、ここから鉄道貨物でポーランド、ベラルーシ、ロシア、カザフスタン経

由で輸送する。ポーランド/ベラルーシ間は鉄道軌道幅が違うため積替を行う。ハン

ブルク出荷後タシケント着まで３週間程度。 

 

 

3-2-4-6 実施工程 

 

本プロジェクトの実施工程は図 3-4 の通りで、全工期は E/N 締結より 17 ヶ月である。 

 



3 - 51  

図 3-4 事業実施工程 

 

なお、現地で据付け等の作業が必要となる機材は表 3-10 の通りである。作業は下記の

通り分類した。 

A. 据付・組立が必要な機材 

B. 一般的な取扱い説明を行う必要がある機材（技術者による取扱い説明のみ） 

C. トレーニングが必要な機材（取扱い説明に加え、技術者の指導の下で実際に使い、

操作方法を習得する） 

 

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

実
施
設
計

機
材
調
達
・
据
付

（計画内容確認）

（入札図書作成）

（入札図書承認）

（入札見積期間）

（入札評価）

（設計・製造・調達）

（梱包・輸送）

（据付・調整・指導）

（検収・引渡）



3 - 52  

表 3-10 据付等の現地作業の必要な機材 

 

 

(1/2)

A B C

天然シルク加工技術用機材

セリプレン巻取機 〇 〇 〇
一連の生糸認証試験と格付けの認定方法を、実地にサンプルを使用して操作
しながら指導する。

セリプレン糸斑検査照明装置 〇 〇 〇
一連の生糸認証試験と格付けの認定方法を、実地にサンプルを使用して操作
しながら指導する。

セリプレン糸斑標準写真装置 〇 〇 〇
一連の生糸認証試験と格付けの認定方法を、実地にサンプルを使用して操作
しながら指導する。

定長検尺器 〇 〇 〇
一連の生糸認証試験と格付けの認定方法を、実地にサンプルを使用して操作
しながら指導する。

デニール測定器（重量計付） 〇 〇 〇
一連の生糸認証試験と格付けの認定方法を、実地にサンプルを使用して操作
しながら指導する。

強伸度測定器 〇 〇 〇
一連の生糸認証試験と格付けの認定方法を、実地にサンプルを使用して操作
しながら指導する。

ボビン巻取機 〇 〇

水分検査機 〇 〇 〇
一連の生糸認証試験と格付けの認定方法を、実地にサンプルを使用して操作
しながら指導する。

再繰巻取機 〇 〇 〇
一連の生糸認証試験と格付けの認定方法を、実地にサンプルを使用して操作
しながら指導する。

デュプラン抱合検査機 〇 〇 〇
一連の生糸認証試験と格付けの認定方法を、実地にサンプルを使用して操作
しながら指導する。

ケット式デニール検査機 〇 〇 〇
一連の生糸認証試験と格付けの認定方法を、実地にサンプルを使用して操作
しながら指導する。

検撚機 〇 〇 〇
一連の生糸認証試験と格付けの認定方法を、実地にサンプルを使用して操作
しながら指導する。

水分測定装置 〇 〇 〇
一連の生糸認証試験と格付けの認定方法を、実地にサンプルを使用して操作
しながら指導する。

合撚糸機 〇 〇 〇 合糸・撚糸の運転方法と撚りの限界の判定方法を、実地に試運転指導する。

丸型真空セット機 〇 〇

部分整経機 〇 〇 〇
新しい機械を用いての一連の絹製織工程を、実際に生糸のサンプルで試運転
指導する。

絹繰糸機 〇 〇 〇
新しい機械を用いての一連の絹製織工程を、実際に生糸のサンプルで試運転
指導する。

レピヤ織機（絹用） 〇 〇 〇
新しい機械を用いての一連の絹製織工程を、実際に生糸のサンプルで試運転
指導する。

自動コーン巻取機 〇 〇 〇
新しい機械を用いての一連の絹製織工程を、実際に生糸のサンプルで試運転
指導する。

組紐機 〇 〇

綿加工技術用機材

光学式毛羽測定器 〇 〇

短繊維強伸度測定器 〇 〇

測色・染色実習装置 〇 〇 〇
一連の機材を用いて染色溶液調合技術と保守点検方法等を実際にサンプルを
使用して試運転指導する。

引裂強力試験器 〇 〇

フェードメータ 〇 〇 〇 織り生地サンプルを用いて退色試験と保守点検方法の実地指導を行う。

染色試験器 〇 〇

織物引張試験機 〇 〇

織物摩耗試験器 〇 〇

ピリング試験器 〇 〇

防皺度試験器 〇 〇

糸歪み試験器 〇 〇

機材名
現地作業

現地作業Cの内容
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(2/2)

A B C

通気度試験器 〇 〇

耐水度試験器 〇 〇

燃焼性試験器 〇 〇

洗濯堅ろう度試験器 〇 〇

摩擦堅ろう度試験器 〇 〇

汗堅ろう度試験器 〇 〇

保温性試験器 〇 〇

糸引張試験器 〇 〇

糸張力計 〇 〇

高速回転計 〇 〇

温湿度計 〇 〇

ｽﾚｯﾄﾞﾋﾟｯｷﾝｸﾞﾒｰﾀ 〇

高拡大顕微鏡 〇 〇

摩擦電圧測定器 〇 〇

ポータブル織物用天秤 〇

回転式粘度計 〇 〇

硬度計 〇 〇

温調機 〇

ニット・縫製加工技術用機材

ボタン穴カガリミシン 〇

自動刺繍機 〇 〇 〇 柄データ作成に係る技術的な実地指導を行う。

自動プリーツ付機 〇 〇

ＣＡＤデザインシステム 〇 〇 〇
デジタイザーによる入力、データ処理、プロッタ出力の一連の流れを実際の
データをもとにトレーニングする。

靴下製造技術

靴下丸編機 〇 〇 〇 編組デザイン機能の操作方法を、サンプル作成を行いながら実際に指導する。

オーバロックミシン 〇

丸編機 〇 〇 〇 柄出し機構等の新しい技術に関して、実地に試運転指導する。

靴下成形プレス機 〇 〇

教育用コンピュータ

ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 〇 〇

ﾓﾉｸﾛﾌﾟﾘﾝﾀ 〇

ﾌﾗｯﾄﾍﾞｯﾄﾞｽｷｬﾅ 〇

ﾌﾟﾛｯﾀ 〇

複写機 〇

視聴覚教育機器 〇 〇

現地作業Cの内容機材名
現地作業
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3-3 相手国側分担事業の概要 

 

本プロジェクトが日本国政府の無償資金協力で実施された場合のウズベキスタン国側

分担事項は以下の通りである。 

 

(1) 本プロジェクトに必要となる資料や情報の提供 

(2) 調達機材の据付開始までの既存機材や設備の移動と各種建家関連工事の完了 

(3) 本プロジェクトに必要となる電気、水道、電話、排水等の施設の準備 

(4) 本プロジェクトで調達される機材の適切で効果的な運営・維持管理のための適切な

予算措置と人員配置 

(5) 日本の銀行に対する銀行取極に基づく手数料の支払い 

(6) 本プロジェクトで調達される機材の陸揚げ、免税措置、輸入通関、内陸輸送が遅滞

なく行われることの保証 

(7) 認証を受けた契約の下での製品やサービスの供給に伴って課せられる関税、内国税

等の本プロジェクトに従事する日本の法人及び個人への免除 

(8) 認証を受けた契約の下での製品やサービスの供給に伴って要求されるサービスを行

う日本国民に対して、ウズベキスタン国への入国やそこでの滞在に必要となる便宜

の供与 

(9) 本プロジェクトの実施に必要な許認可等の取得 

(10) 本プロジェクトにて調達された設備や機材のウズベキスタン国側の責任による保守

と適切かつ効果的な運用 

(11) 本プロジェクト中で日本の無償資金協力に含まれない全ての経費の負担 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

 

計画機材が設置された後、大学側は以下の運営・維持管理方法を導入する必要がある。 

 

① 全機材について独自の取扱マニュアルを作成する。特に機材破損防止、安全につ

いて徹底する。 

② 管理責任者（教授）、担当者を決める。 

③ 年 2 回程度、付属装置、部品を含め定期的な点検、棚卸しを行う。管理責任者が

立ち会う。 

④ 定期点検結果は問題点を含め記録して保管する。破損、故障した際は速やかに修

理する。 

⑤ 計測器等、小型の機材は保管棚等に一括保管して、室外持ち出しの際は担当者の

許可を得て使用する。 

⑥ 維持管理のための費用を年次予算化して運営する。 

 

また、絹認証試験室、織編加工実習室に関しては、大学側は維持管理要員を増員する

必要がある。その内訳は下表のとおりである。 

 

部署 職務 人数 

絹認証試験室 試験室長 １ 

 上級補助員 ２ 

 技師 １ 

 技工 １ 

織編加工実習室 実習室長 １ 

 上級補助員 １ 

 技工 ２ 

合計  ９ 

 

さらに、本計画が実施された場合、機材保管のセキュリティ・システム確立のため、

大学側では超音波センサー、光学電子センサー、煙探知機、火災報知器等からなるシス

テムを導入する必要がある。 
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3-5 プロジェクトの概算事業費 

 

3-5-1 プロジェクトの概算事業費 

 

本計画を日本の無償資金協力により実施する場合に必要となる事業費総額は、約 4.66

億円となり、先に述べた日本とウズベキスタン国との負担区分に基づく双方の経費内訳

は、下記に示す積算条件によれば、次の通りと見積もられる。 

 

(1) 日本側負担経費 

 

事 業 費 区 分 単年度 

1) 機材費 4.01 億円 

2) 設計・監理費 0.40 億円 

合  計 4.41 億円 

 

(2) ウズベキスタン国側負担経費  65.9百万スム（25 百万円） 

 

内訳は以下の通りである。 

1) 建物改修費  36.2百万スム（14 百万円） 

2) 電気設備工事費  16.5百万スム（ 6 百万円） 

3) その他（配管工事等）       5.8百万スム（ 5 百万円） 

 

 

なお、上記の他、A/P の開設と支払いの際に、更に A/P の修正が必要となった場合

は修正時に日本の銀行に支払う手数料が必要となる （ウズベキスタン国内の銀行を経

由して開設する場合は更にその銀行の手数料が加わる）。 
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(3) 積算条件 

 

1) 積算時点 平成 12 年 7 月 

2) 為替交換レート 1US$ = 107.10 円 

  1 スム = 0.39 円 

3) 施工期間 詳細設計、機材調達、据付工事の期間は事業実施工程表に示し 

  たとおり。 

4) その他 本計画は、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施され 

  るものとする。 

 

3-5-2 運営・維持管理費 

 

調査団の検討では、計画機材が導入された場合に増加する年間の維持管理費は、表

3-11に示すとおり予備品・消耗品を含め約 1,090万円（2,795万スム相当）と見積も

られる。これはタシケント繊維軽工業大学の 2000 年度総予算の約 4%に相当し、維

持管理費関連予算の約 15%に相当する。この追加の維持管理費用は計画機材が供給

されれば 2002年度より必要になるが、初年度に発生する金額は上記の 60%程度と見

積もられる。 

 

表 3-11  計画機材導入により増加する費用 

項目 年間消費量 単価

（円） 

金額(千円) 摘要 

電気代 243,772 kWH 3.2 780  

水道代 382,596 m3 1.6 612  

消耗品購入費 1 式 - 3,024 消耗品を必要とする機材費の2%程度。 

機材補修費 1 式 - 6,367 機材本体金額の2%程度。 

その他 1 式 - 125 試薬品 

注１）計画機材のみを対象として積算。 

注２）常時機材稼働率を25%、使用時間4-7時間/日、使用日数180日/年程度として算定。 
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第４章 プロジェクトの妥当性の検証 

 

4-1 プロジェクトの妥当性 

 

 ウズベキスタン国の産業政策、教育セクターの上位計画である「人材養成システムの国家

プログラム」、及びタシケント繊維軽工業大学の卒業生を雇用吸収する産業界のニーズに対

し、本プロジェクトによる教育実習機材の整備を実施することにより下記のような効果の発

現が期待できる。 

 

(1) 直接効果 

 

① 本プロジェクトの実施による直接的な効果はタシケント繊維軽工業大学の学生

にもたらされる。同大学の在学生数は独立以降年度により変動があるが、近年

は入学生数が年 700 名強で推移しており、４年生までの学部学生に大学院生を

加えると在学生総数は 3,000 名に近い。本プロジェクトで大学の機材が更新さ

れ、新しい技術が導入されることにより、これらの学生が産業界のニーズに対

応した実践的で専門性の高い教育を受けることができ、教育効果の向上が図ら

れることになる。 

 

② タシケント繊維軽工業大学では、姉妹校（旧分校）の学生に対する実習教育を

行っており、また同大学の教員は定期的に姉妹校で出張講義を行うなどしてい

る。また、姉妹校以外にも実習教育協力をしている大学、職業カレッジがあり、

これらに所属する学生もまた同大学の機材を用いて実習を受けている。本プロ

ジェクトの計画機材はこれら姉妹校、協力校の学生（約 2,500 名/年）も利用

することが可能となり、タシケント繊維軽工業大学同様その実習内容が改善さ

れることが期待される。 

 

③ 現在ウズベキスタン国内には職業カレッジが 120 校、アカデミック・リセが
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30 校ある。これらの内 24 校で繊維関連科目の授業が行われている。「人材

養成システムの国家プログラム」では、高中等専門教育省は 2005 年を目標

に職業カレッジを合計 1,611 校に、またアカデミック・リセを合計 181 校

に増設する計画で、これに伴い職業カレッジの内 110 校では繊維関連科目

の授業が行われることになる。タシケント繊維軽工業大学は、これら後期中

等教育機関の教員教育・再教育の実施機関として指定されており、計画では

2005 年までに繊維工学関連分野で約 1,300 名の教員教育・再教育を行うことに

なっているが、本プロジェクトが実施されれば、こうした教員教育・再教育を

より有効に行うことが可能となる。 

 

④ 1997 年 7 月、国民教育省と高中等専門教育省の合意のもと、タシケント繊

維軽工業大学に隣接する敷地に附属のアカデミック・リセが設立された。

1999 年度現在 10 クラスで 220 名の学生が後期中等教育を受けているが、

2000 年度新学期より 18 クラス、450 名に増員される計画である。アカデミ

ック・リセでは全てのクラスで年間 40 時間「繊維材料工学」の授業が行わ

れ、学生たちは隣接するタシケント繊維軽工業大学の実習設備を利用して

いる。このアカデミック・リセの卒業生はほぼ全員がタシケント繊維軽工

業大学に進学し、学位を取得する。従って、本プロジェクトが実施されれ

ばこれらアカデミック・リセの学生に対するより実践的、先進的な教育を

行うことが可能となり、教育効果が向上する。 

 

⑤ 本プロジェクトで整備される産業界と同水準の機材を用いることにより、タシ

ケント繊維軽工業大学の教員（281 名）は繊維企業・工場と連携して新たな教

授法を開発し、また生産技術、検査・試験技術、管理技術等の研究交流を深め

ることがでる。特に、産業政策上の優先課題である綿・絹等の国産原料の国内

加工率向上と繊維製品の付加価値向上に係る技術開発、普及が可能となり、高

等教育の課題である産学間の連携強化が進められることになる。 
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(2) 間接効果 

 

① ウズベキスタンでは、主要商品である生糸の認証・格付のための国家標準を現行

の５段階から日本等の主要バイヤー国で採用されている国際レベルに準じた７段

階程度のレベルに引き上げる計画で、絹産業協会等を中心にその見直しが行われ

ている。タシケント繊維軽工業大学はこの国家標準の見直し作業のメンバーとな

っているが、本プロジェクトにより導入が予定される測定器・試験機器が使用で

きるようになれば、こうした生糸の認証基準の整備のみならず各種繊維製品の計

量、検定、格付等に係る技術を国際的な水準で行うことが可能となり、各種国家

標準等の制定や見直し促進にその効果が波及する。 

 

② タシケント繊維軽工業大学の在学生の約半数は女子学生である。本プロジェクト

では、特に女性に人気の高い繊維デザインや縫製等、川下分野の機材も対象とな

っており、プロジェクト内容の周知が図られれば女性の教育機会のさらなる拡大、

及び上級技術者としての女性の就業者数の増大が期待できる。 

 

③ タシケント繊維軽工業大学の卒業生の 90%は軽工業協会等の傘下にある繊維企業

や繊維部門の公的機関等に就職し、技術者として上級職に就いている。このため、

本プロジェクトの計画機材で新しい繊維工学教育を受けた同大学の卒業生が、そ

の就職先において繊維関連産業従事者（約 50 万人）に新しい技術を普及させる

ことが可能となり、技術更新の波及効果が期待できる。 

 

④ ウズベキスタン国内での繊維製品の加工率が向上することにより、繊維産業の周

辺企業に対する製品需要が増大し、これに伴う雇用需要の増大と新たな雇用機会

の創出効果が期待できる。 
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4-2 プロジェクト実施上の留意事項 

 

(1) 予算措置の確保 

 

タシケント繊維軽工業大学ではこれまで機材の運転・維持管理に掛かる費用として

大学の全体予算の概ね 30%程度（用益費を含む）を確保してきている。この予算は、

年度ごとの変動はあるものの毎年増加し、本プロジェクトの計画機材が設置される

2002年度には対前年比約 12%増の金額が計上されている。 

他方、本プロジェクトが実施される場合のウズベキスタン国側負担経費として、計

画機材受け入れのための建物改修費及び各種工事費等で約 6,600 万スムが必要とされ

るが、タシケント繊維軽工業大学はこのための財源として同大学の支援機関である軽

工業協会、絹産業協会、及び綿花工業協会それぞれの傘下企業からの寄付金(2000 年

度の場合は 3,900 万スム)を主としてこれに充当すると共に、授業料等大学の自己収入

資金からも優先的にこれに補充する考えである。 

こうした予算措置はプロジェクトが工期どおりに実行される上で不可欠のものであ

り、また計画機材が適正に維持管理され長期にわたり有効活用されるための大きな前

提条件である。ウズベキスタン国側は前述のとおり予算措置上問題はないとの考えで

あるが、日本側に対する定期報告等による予算執行状況のモニタリングが必要であろ

う。 

 

(2) 運営維持管理体制の整備 

 

本プロジェクトが計画通り実施された場合、機材の操作・維持管理に係る要員は基

本的に現有勢力で充分であるが、大学側では新たな技術が導入される絹認証試験室及

び織編加工実習室についてそれぞれ５名及び４名、合計９名の維持管理用員を増員す

る計画である。また、機材保管のセキュリティ・システム確立のため、大学側では独

自に超音波センサー、光学電子センサー、煙探知機、火災報知器等からなるシステム
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を導入する計画である。こうした計画とは別に、第３章 3-4 項で述べたとおり、計画

機材の運営・維持管理に当たっては機材の取扱マニュアルの作成、管理責任者の任命、

定期点検の実施と記録の保管、保管システムの整備、維持管理費用の年次予算化等が

必要である。このような維持管理体制が整備されることによって、機材はより有効に

活用され、その教育効果が増大するものと考えられる。 

 

4-3 課題・提言 

 

(1) 技術協力との連携 

 

ウズベキスタンはかつて旧ソ連邦の一員として高い経済力のもとで高い教育を享受

してきており、タシケント繊維軽工業大学は同国の最高学府の一角にあって、優秀な

教授陣のもと優秀な卒業生をこれまで 40,000 名近く輩出してきた。一方、座学面での

優秀さにもかかわらず、大学における教育機材が 20年以上前の旧式化・老朽化したも

のが殆どであるため、市場経済下で発展を遂げてきた精密化・高速化・自動化の進む

繊維生産機械や試験器の技術に教員・学生が直接馴染む上で大きな制約を受けてきた。

このため、本プロジェクトでは大学の教員及び実習補助員を対象に、計画機材の据付

完了後メーカー技術員による機材の操作・保守に係る指導を行い、機材が長期的に有

効活用されるよう配慮している。 

一方、大学側では本プロジェクトで整備される機材と直接・間接に関連して、日本

等の工業先進国から繊維工学及び繊維生産の全般にわたるソフト面での技術協力を受

けたいとの要望を持っており、特に下記のようなテーマに関し、より実践的な内容の

協力を期待している。 

- 絹製品等の計量・検査・認証技術 

- 繊維の新技術・新製品開発 

- 繊維製品マーケティング 

- 繊維の品質管理・生産管理・経営 
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同大学の支援機関である軽工業協会及び絹産業協会でも同様の要望を有しており、

同大学を中心としてウズベキスタン国の産業界を広く対象とした技術協力がなされる

のであれば、本プロジェクトの実施と相俟って更に相乗効果を発揮し、より大きな効

果が発現するものと期待される。 

 

(2) 産学間の連携と交流の強化 

 

タシケント繊維軽工業大学は、旧ソ連邦の繊維企業で働く即戦力としての上級技術

者を養成することを目的として設立された大学であるため、学生の教育に当たっては

大学と産業界とが双方向で連携協力を行うことが前提となっている。同大学では、国

家による教育体系の見直し後、学部学生は専門性に重きをおいた基礎及び応用科目の

講義・実習を受けるが、高中等専門教育省の省令「高等教育について」によると、大

学における実習は国営、非国営の別を問わず工業企業において行われるべきものとさ

れており、この点で産学間の緊密な連携は不可欠とされている。 

このため、大学では今回の計画機材を利用して繊維企業等の現役上級技術者に対す

る技術更新研修コースを提供する考えであり、また、本計画の対象とはならなかった

大型生産機械等による学生実習はこれまで同様近隣の繊維工場の生産設備を利用して

行う計画である。このような大学と産業界との緊密な連携による教育・研究・研修の

交流により計画機材が有効に活用されれば、相互の能力向上を図ることが可能となり、

プロジェクトの効果はより高まることが期待される。 

 

(3) 国際機関及び他の援助機関等との連携 

 

タシケント繊維軽工業大学では、欧州連合(EU)の CIS 諸国に対する技術協力

(TACIS)による支援を受け、1998-2000 年の期間中に繊維産業界のニーズに対応した

カリキュラム及び教授法の確立を目的とした専門家派遣による研修が行われている。

また、上記期間中に同大学の若手教員（大学院博士課程の学生を含む）を中心とする
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20名が下記の諸国で短期研修を受けている。 

- ピレウス技術大学（ギリシャ） 

- ゲント大学（ベルギー） 

- ベルグ大学（ドイツ） 

- 国立モスクワ印刷大学（ロシア） 

 

これらは、いずれも産業界のレベルに整合する技術教育のためのカリキュラム開発

と、新しい技術に対応した教授法を海外の類似教育機関で研修し、独立以降長らく懸

案となっているタシケント繊維軽工業大学における今後の教育内容に反映させようと

するものである。研修に参加した教員の多くは本プロジェクトの機材計画策定に際し、

調査団との協議の席に参加しており、本プロジェクトとは相互補完の関係にあるもの

と理解される。こうした海外研修を体験した教員数が増加することにより、本プロジ

ェクトの効果は更に高まることが期待される。 
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資料 1.  調査団員氏名、所属 

 

 

1. 基本設計現地調査 

 

氏名 所属 アサインメント 

中野  智 国際協力事業団 

無償資金協力部監理課 

団長 

志賀  渉 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 業務主任／教育機材計画1 

木村  輝雄 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 教育機材計画2 

上杉  康雄 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 教育機材計画３ 

坂東 親史 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 調達計画／積算 

山本  好男 翻訳ｾﾝﾀｰﾊﾟｲｵﾆｱ ロシア語通訳 

 
 

2. 基本設計概要説明調査 

 

氏名 所属 アサインメント 

稲垣 富一 国際協力事業団 

国際協力専門員 

団長 

田邊 秀樹 国際協力事業団 

ウズベキスタン事務所 

計画管理 

志賀  渉 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 業務主任／機材計画1 

木村  輝雄 ﾕﾆｺｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(株) 機材計画2 

山本  好男 翻訳ｾﾝﾀｰﾊﾟｲｵﾆｱ ロシア語通訳 
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資料２ 調査行程 
 

１．基本設計現地調査 
 
 年月日 曜 スケジュール 

 2000年  官団員 業務主任/ 

機材計画１ 

機材計画２ 通訳 機材計画３ 設備計画/積算 

 氏名  中野 智 志賀 渉 木村 輝雄 山本 好男 上杉 康雄 板東 親史 

1 4月5日 水 成田発-フランクフルト着 
2 4月6日 木 フランクフルト発-タシケント着 
3 4月7日 金 09:45 JICA表敬 

11:00 日本大使館表敬 

4 4月8日 土 10:00 タシケント繊維軽工業大学表敬・学内視察 

 

5 4月9日 日 団内協議・資料整理 成田発 -フラン
クフルト着 

6 4月10日 月 11:00 軽工業協会協議 

13:00 絹産業協会協議 

14:00 高中等専門教育省 

フランクフルト

発 -タシケント
着 

7 4月11日 火 10:00 タシケント繊維軽工業大学協議、 

 

他団員に同じ 

8 4月12日 水 10:00 タシケント繊維軽工業大学MOD協議 成田発 -フラン
クフルト着 

他団員に同じ 

9 4月13日 木 09:00 紡織JV工場(KABOOL KUKCHA)視察 

11:00 一貫工場（TASHKENT TEXTILE COMBINAT)視察 

14:30 タシケント繊維軽工業大学協議、 

フランクフルト

発 -タシケント
着 

他団員に同じ 

10 4月14日 金 10:00 タシケント繊維軽工業大学協議 

15:00 MOD署名（高中等専門教育省） 

16:00 タシケント繊維軽工業大学協議 

11 4月15日 土 10:00 タシケント繊維軽工業大学協議 

15:00 対外経済関係省報告（中野団長） 

12 4月16日 日 資料整理、市場調査 

13 4月17日 月 タシケント発

帰国 

10:00 タシケント繊維軽工業大学協議 

17:30 JICA中間報告 

14 4月18日 火 成田着 10:00 綿花工業協会協議 

14:00 タシケント繊維軽工業大学協議 

15 4月19日 水 10:00 タシケント繊維軽工業大学協議 

16 4月20日 木 10:00 タシケント繊維軽工業大学協議 輸送業者調査 

17 4月21日 金 10:00 綿花科学研究所視察 

12:00 綿花ジンニング工場視察 

18 4月22日 土 10:00 タシケント繊維軽工業大学協議 代理店調査 

19 4月23日 日 市場調査・資料整理 

20 4月24日 月 10:00 絹製糸工場(TOLA)視察 

13:00 蚕糸研究所視察 

21 4月25日 火 10:00 軽工業協会にて情報収集 

14:00 タシケント繊維軽工業大学協議 

代理店調査 

22 4月26日 水 10:00 タシケント繊維軽工業大学協議 代理店調査 

23 4月27日 木 10:00 タシケント繊維軽工業大学協議 輸送業者調査 

24 4月28日 金 10:00 タシケント繊維軽工業大学協議 

15:00 軽工業省報告 

25 4月29日 土 10:00 タシケント繊維軽工業大学協議 

14:30 高中等専門教育省報告 

26 4月30日 日 市場調査・資料整理 

27 5月1日 月 10:00 JICA、日本大使館、対外経済関係省報告 

28 5月2日 火 タシケント発-フランクフルト着 
29 5月3日 水 

 

フランクフルト発-成田着 
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２．基本設計概要説明調査 
 

スケジュール 

官ベース団員 コンサルタント団員 

団長 JICA現地 業務主任/ 

機材計画Ⅰ 

機材計画Ⅱ 通訳 

 年月日 

 

 

2000年 

 

氏名 

曜 

稲垣 富一 田邊 秀樹 志賀 渉 木村 輝雄 山本 好男 

1 8月9日 水 成田発 成田発－フランクフルト着 

2 8月10日 木 タシケント着

(LH622) 

 

フランクフルト発－タシケント着 (LH622) 

3 8月11日 金 JICA, 日本大使館表敬、タシケント繊維軽工業大学協議 

4 8月12日 土 タシケント繊維軽工業大学・基本設計概要説明 

5 8月13日 日 団内協議・資料整理 

6 8月14日 月 タシケント繊維軽工業大学協議 

7 8月15日 火 タシケント繊維軽工業大学・ミニッツ案協議、絹産業協会協議 

8 8月16日 水 高中等専門教育省・ミニッツ署名、軽工業協会協議、タシケント繊維軽工業大学協議 

9 8月17日 木 対外経済関係省報告、JICA、日本大使館報告 

10 8月18日 金 タシケント発 

(LH625) 

タシケント繊維軽工業大学協議・補足調査 

11 8月19日 土 帰国 タシケント繊維軽工業大学協議・補足調査 

12 8月20日 日 

 

市場調査、資料整理 

13 8月21日 月 セミナー参加 セミナー開催、JICA、日本大使館報告 

14 8月22日 火 タシケント発－フランクフルト着 (LH625) 

15 8月23日 水 

 

 

フランクフルト発－成田着 
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資料 3.  関係者リスト 

 

タシケント繊維軽工業大学 

 

氏名 職位 

Alimova Khalimahon Alimovna Rector, Professor, DTS 

Abdugaffarov A. Abdujaborovich 1st Vice Rector, Asst. Professor 

Akbarov Djamol Nugmonovich Vice Rector (Scientific Work), Professor 

Tolametov A.T. Vice Rector (Management) 

Makhmudova Karima Rustamovna Head of Department of International Relations 

Jumaniyazov Kadam Jumaniyazovich Head of the Department of Marketting & Agreements, Asst. Prof. 

Burnashev Idgay Zaripovich  Teacher, Asst. Professor, CTS 

Khudoyberdieva Dilfuza Bahramovna Teacher, Asst. Professor, CTS 

Khikmatullaeva Mukaddas Teacher, Lecturer, Ph.D. Student 

Mukimov Mirabzal Mirayubovich Dean of the Mechanical Technology Faculty, Professor 

Majidov Akiliddin Abdurashidovich Dean of the Eng-Ee on Faculty, Asst. Professor 

Ergashev Karim Ergashevich Head of the Chair of Chemistry, Professor 

Gaturov Kabul Gafurovich Dean of the Eng-Ped Faculty, Asst. Professor 

Matismailov Savfulla Lolashbaevich Head of the Chair of Spinning, Asst. Professor 

Bulanov Abdulmamin Kirgizbaevich Head of the Chair of Printing Technology, Asst. Professor 

Kulmetov Mirpulat Kulmetovich Head of the Chair of Textile Material Science, Asst. Professor 

Abdulina Firuza Jamilovna Teacher of the Chair of Textile Material Science, Asst. Professor 

Gulyamov Azamat Eshonkulovich Teacher of the Chair of Silk Technology, Asst. Professor 

Daminov Askarali Davlatovich Teacher of the Chair of Weaving Technology, Asst. Professor 

Zaletdinov Farid Fatihovich Teacher of the Chair of Shoemaking Technology, Asst. Professor 

Almatov Shuhrat Teacher of the Chair of Shoemaking Technology, Lecture 

Isakulov Vohid Head of the Spinning Laboratory, Lecture 

Yunusov Sbirjon Training Master of Silk Technology, Ph.D. 

Laysheva Elmira Talgatovna Head of the Textile Material Science Laboratory, Engineer 

Mirusmonov Baxtiyor Farruhovich Teacher of the Chair of Knitting Technology, Lectureｒ 

Usmonova Fotima Usmonovna Head of the Chair of Light Industry, Asst. Professor 

Inogomjonov Dovrugbek Training Master of Weaving Technology, Ph.D. 

Haydarov Rahmonqul Head of the Laboratory of Printing Technology, Technician 

Kosimov KH.M. Chief Engineer 

Akhmeddzanov T.A. Chief Mechanical Engineer 

Alimatov T.N. Chief Electrical Engineer 
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高中等専門教育省 

Saidakhror S. Gulyamov Minister 

Alaev K.A. Vice Minister 

Dilmurod Mirzaahmedovich Rasulev Head of General Department of  International Relations 

  

対外経済関係省  

Dr. Hasan S. Islamkhodjaev Deputy Minister 

Salombek P. Khabibullaev Head, Asia Pacific Ocean States Department 

  

軽工業協会  

Batir Irgashev Chairman 

Fedor N. Kim Deputy Chairman 

Mukhamedova D.M. Deputy Chairman 

Alexsey P. Dogonkin Chief, Department of Foreign Economic Activity 

Kasimov Shabkat D. Head of Personnel Department 

  

絹産業協会  

Abdumanop A. Akhmadaliev Chairman 

Tsoy Leonid Vladimirovich 1st Deputy Chairman 

Abduvakhob K. Irgashev Deputy Chairman 

Anarkulova Ikbol Khakimovna General Manager 

  

ウズベク養蚕研究所  

Dr. Yuldashev Shavkat Director 

Kholmatov D. Igamatovich Deputy Director 

  

タシケント繊維コンビナート  

Valentina F.Shimenova 1st Deputy Chairperson、Chief Engineer 

Bakhodir Tupsuhbaev Deputy Chairman 

Ilkhom Faizlev Deputy Chairman 

  

綿花工業協会  

Tahirov Y. Chairman 

Deyachkov B.B. Deputy Chairman 

  

ウズベク綿繊維認証センター  

Maksudov I.T. General Director 

Ustutik B.E. Deputy Director 



付 3 - 3 

  

科学生産センター 

Azizkhodiaev Umarkhodia General Director 

Ljk Yakov Khunovich Deputy Director 

Akhmedov Akmal Chief, Cotton Testing Lab. 

  

ベクテミール・ジンニング工場  

Khzhidov Boik Factory Manager 

Kuzmina Irina Deputy Manager 

Zhiyahkulov Bakhtier Chief Engineer 

  

トーラ製糸工場  

Marat S.Akbarov Chairman 

Karabaev R. Karimfonovich Engineer 

  

カブール・ククチャ紡織工場  

Rozjkulov R. Factory Manager 

  

日本大使館  

Kyoko Nakayama Ambassador Extraordinary and Plenipotentiary 

Masayuki Makiya Minister-Counsellor 

Hiroyuki Suzuki Attache 

Kazutaka Yoshio Second Secretary 

Tadanori Kumano Second Secretary 

Tetsuya Yamada Third Secretary 

  

JICAウズベキスタン事務所 

Hiroshi Nino Resident Representative 

Hideki Tanabe Assistant Resident Representative 

Koichi Kuroko Project Formulation Advisor 

 

 







































4-7 入手資料リスト

数量 発行元 内容

1 質問回答書 1 ＴＩＴＬＩ
Questionnaireに対する回答書（露文）

2 質問回答書 1 ＴＩＴＬＩ
Questionnaireに対する回答書（英文）

3 ﾀｼｹﾝﾄ繊維軽工業大学建物配置図 1 ＴＩＴＬＩ
構内敷地図（手書き）

4 カリキュラム計画 1 ＴＩＴＬＩ
教育計画に係るカリキュラム案

5 ウズベキスタン閣議決定書コピー 2 ウズベキスタン政府
Uzlegpromに対するもの

6 ウズベキスタン大統領令コピー 1 ウズベキスタン政府
Silkの拠点管理に関するもの

7 TEMPUS,Output Compendium of
Selected Projects in Economics

1 TACIS, Eropean
Commission

高等教育組織の改革を支援するＥＵのプログラム

8 ウズベキスタン共和国高等教育制度改革の
規準書

1 ウズベキスタン共和国高
等中等専門教育省

ウズベキスタン共和国高等中等専門教育省により
準備、提出された。（露文）

9
The Basic Indicators of Social and
Economic Development of the
Republic of Uzbekistan in 1999

1 ウズベキスタン共和国経
済統計省

ウズベキスタンの１９９９年度における社会経済
開発に係る基本統計指標（露文英文併記）

10 Association "UZBEK IPAGI"　のカタ
ログ

1 Association "UZBEK
IPAGI"

Association "UZBEK IPAGI"　の紹介カタログ
（露文）

11 ”The Tashkent Textile Combine”のカ
タログ

1 The Tashkent Textile
Combine

”The Tashkent Textile Combine”　の紹介カ
タログ（露文）

12 The List of the graduates TITLI 1 TITLI
タシケント繊維軽工業大学卒業生に係る要人リス
ト

13 Table of state certification results of
Higher Institutions

1
Board of Personnel Preparation
quality Control, Certification of
Pedagogic Personnel and
Educational Institutions

客観的な指標を基にしてウズベキスタンの主要大
学を評価しランク付けしたもの(英文）

14 回答書（印刷グラフィックデザイン科に関
するもの）

1 ＴＩＴＬＩ
Questionaireに対する回答書（露文）

15 機材設置場所の配置図 一式ＴＩＴＬＩ

機材設置予定の部屋の配置図

* TITLI = Tashkent Institute of Textile and Light Industry
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